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国立市教育委員会活動の点検及び評価について 

 

平成１８年１２月、約６０年ぶりに教育基本法が改正され、これから

の教育のあるべき姿、目指すべき理念が示されました。これに伴う 

平成１９年の地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正によ

り、教育委員会が効果的な教育行政の推進に資するとともに、住民への

説明責任を果たしていくために、教育委員会は、毎年自らの権限に属す

る事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果

に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表するこ

とが義務付けられました。 

これに基づき、国立市教育委員会は、平成２０年度から、前年度の主

要な施策や事務事業の取り組み状況について点検及び評価を行い、報

告書を作成し、議会へ提出し市民へ公表しています。 

その後、平成２３年１０月に、大津市において発生した中学生のいじ

め自殺事件を契機に、地方教育行政における責任体制の確立と、教育現

場で発生した重大な問題に対し、迅速かつ的確に対応すべく、抜本的改

革について検討がなされました。 

それを受け、平成２７年４月に地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律が改正され、地方教育行政における責任の明確化、迅速な危機管

理体制の構築、首長との連携強化を図るとともに、地方に対する国の関

与の見直しを図ることを目的に、新たな地方教育行政制度が歩みを始

めることとなりました。新制度においても、政治的中立性、継続性・安

定性を確保するため、教育委員会は執行機関として、しっかりとその職

責を果たすことを期待されています。 

こういった状況を踏まえ、国立市教育委員会では、引き続き毎年１

回、前年度の施策や事務事業の取り組み状況を総括し、課題や今後の取

り組みの方向性を抽出し、公表することにより国立市の教育行政の推

進に役立ててまいります。 



令和６年度の評価及び今後の取り組みについて 
 

総評 

 

【令和６年度の取り組み及び評価について】  

 

令和６年度の国立市教育委員会活動を振り返り、令和５年度と比較すると、評価指標

については、「教育施設建替えなどの取り組み」、「広報（公民館だより）発行事業の取り

組み」、「図書館運営の取り組み」の３項目において評価が向上しました。 

 

評価指標が変わった項目をみると、 

「第二章 学校教育活動の取り組み」における「Ⅵ 教育施設建替えなどの取り組み」

については、第二小学校改築事業を進める中、新校舎棟が令和６年１２月に竣工し、予

定通り３学期から新校舎での授業を開始しました。また、新校舎の供用開始に併せ、備

品類等を新調しました。このため、評価指標をＡとしました。 

 

「第五章 公民館活動の取り組み」における「Ⅲ 広報（公民館だより）発行事業の

取り組み」については、『くにたち公民館だより』が全国公民館報コンクールで特別賞を

受賞したほか、公民館ホームページの刷新に対し利用者から「見やすくなった」等の一

定の評価の声をいただきました。このため、評価指標をＡとしました。 

 

「第六章 図書館活動の取り組み」における「Ⅱ 図書館運営の取り組み」について

は、図書館システムを更新し、利用カードのスマートフォン表示、仮登録申請等の機能

を追加しました。また、中央図書館が開館５０周年を迎え、その記念事業を他部署との

連携をしながら年間を通してイベントを実施し、多くの市民の参加がありました。この

ため、評価指標をＡとしました。 

 

 

【今後の取り組みについて】 

 

教育委員会としては、以下のことを重点的な項目として、様々な教育施策に取り組ん

でまいります。 

 

「学校教育内容の質的向上に向けた取り組み」については、「一人一人がその子らしく

いられる教育」を目指し、引き続き学校・学級の包摂力を高める取組を推進します。授

業においては、１人１台端末を始めとするＩＣＴ機器を活用し、個別最適な学びと協働

的な学びの一体的な充実を図り、全ての子どもの学びの質の向上を図ります。また、教

室に入ることが難しい児童・生徒の学びを保障するため、別室指導の活用やフリースク

ール及び居場所づくりを進める事業所等との連携を密に行うとともに、チャレンジクラ

ス（不登校対応校内分教室）の検討等を進めてまいります。 

 

「学校教育環境の充実に向けた取り組み」については、引き続き、安全でスムーズな

健康診断の実施を目指すとともに、アレルギー除去食の充実に併せ、適宜アレルギー対

応マニュアルの見直しを進めます。 

また、市内全校にコミュニティ・スクールを導入し、学校と保護者、地域住民との間



の信頼関係を深め、学校運営の改善や児童・生徒の健全育成に取り組んでまいります。 

 

「教育課題への取り組み」については、一人一台端末の入れ替えを遅滞なく進めると

ともに、ネット環境を国の推奨帯域まで増強し、これまで以上にＩＣＴ機器を活用した

授業が展開しやすくなる環境づくりを進めます。服務事故については、「ゼロ」を目指

し、未然防止に細心の注意を払ってまいります。教職員の働き方改革については、現場

の声を踏まえた業務改善を進め、教員の時間外在校等時間のさらなる縮減を図ります。 

 

「教育施設建替えなどの取り組み」については、国立市学校施設整備基本方針の改

定を進めており、今後の対象施設、実施時期、これまでの課題等について、庁内の

合意等を図りながら整理してまいります。 

また、第二小学校改築事業においては着実に工事を進め、既存校舎の解体、体育

館棟建設工事に着手してまいります。 

 

「安全な学校給食提供への取り組み」については、児童生徒に対して「安心安全でお

いしい給食」提供は基より、何よりも「楽しい給食の時間を過ごしてもらう」ことを第

一に業務を実施してまいります。 

食育推進に関しても、「食育推進・給食ステーション」の施設を活用した食育の取組や

学校や他部署等との連携事業などを実施し、将来的には世代を超越した市全体の食育事

業を推進し、「市の食育の拠点の一つ」として、市民の食育や健康増進に貢献していく取

り組みを推進してまいります。 

 

「文化財保存の取り組み」では、東京都指定有形文化財の旧本田家住宅については復

原工事を進めるとともに、市民意見を踏まえた利活用計画を策定してまいります。 

また、国の重要文化財指定の緑川東遺跡出土石棒については、石棒の附となっている土

器を修復し展示ケースも制作したので、石棒と共に展示をし、さらなる PR に努めてまい

ります。 

 

「主催学習事業・会場提供事業の取り組み」では、公民館は社会教育施設であること

から、市民の自主的な学習を促すことを目的として、複雑・多様化する現代社会におけ

る様々な地域課題・生活課題に関わる多様なテーマを取り上げる必要があります。ま

た、市民の自主的なまなびが促進されるように、利用しやすい施設としての修繕や必要

な備品の更新が求められていますので、公共施設等総合管理計画に基づいた今後のあり

方を検討するとともに、必要な施設修繕や備品の更新を進めてまいります。 

 

「図書館運営の取り組み」については、子ども世代から中高生世代にも活用しやすい

資料や読書環境を提供できるよう努めます。読書バリアフリー法を踏まえ、しょうがい

しゃサービスにおいては DAISY 図書の作製や大活字本、LL ブックの収集を行っていま

すが、電子図書館サービスにおいても音声付資料や雑誌類等多様な資料構築を行い、紙

資料とあわせて様々な形態の読書要求に対応できるよう努めてまいります。 

 

以上のとおり、事業の運営方法や展開方向、課題等は、様々な状況がありますが、国

立市の教育のより一層の向上を図るため、引き続き、教育委員会活動の取り組みを推進

してまいります。 

 

 

令和７年７月２９日  国立市教育委員会 



※点検・評価においては次の表記を加えています。 

１  「目的」の記述の最後尾に、「国立市教育委員会基本方針」及びその「施策」のどれ

に該当する取り組みであるかを（ ）書きで記載しています。 

    （例） （基本方針 2の(1)に向けての取り組み）  

 

２  各取り組みについて、達成度評価の指標となる目標を目的の記述の後に記載してい

ます。 

 

３  【現状・実施状況】において、課題が改善された項目、新たに実施した項目、重要

取り組み項目等は、ゴシック太字字体で記載しています。 

 

４  各取り組みが、昨年度までの状況においてどの水準にあるのか明確になるよう、【年

度開始時点においての取り組みの水準】を、（１）水準に達しているまたは一定の成

果が上がっている （２）水準に達していないまたは成果が十分でないに分け、取り

組みの水準として、【令和６年度 達成度・評価】の前に記載しています。 

 

５  各取り組みについての評価指標は、Ａ～Ｄの４段階で設定し、その年度における、

施策の目指す目標の達成度、年度内における課題の解決や取り組みの進展、現状の改

善度合い、あるいは実施した事業の成果などを点検し、総合的に評価しています。 

 

   評価指標 

 
A B C D 

（1） 

・水準に達し

ているまたは

一定の成果が

上がっている

場合で 

・引き続き水準を大

きく上回る成果をあ

げた 

・更に成果の向上が

あった 

・引き続き水準を上

回り、一定の成果が

あった 

・水準は維持したも

のの成果が乏しい 

・一部新たな課題の

発生や取り組みが

若干後退した 

・水準を下回った 

・大きな課題の発

生、取り組みの後退

があった 

（2） 

・水準に達し

ていないまた

は成果が十分

でない場合で 

・取り組みが大きく

進展した 

・めざましい課題の

解決・現状の改善があ

った 

・成果が著しく向上

した 

・取り組みが進展し

た 

・課題の解決・現状

の改善があった 

・成果が向上した 

・進捗状況、課題解

決、成果が現状維持

にとどまった 

・取り組みが後退し

た 

・課題の困難性増

加、新たな課題が発

生した 

・成果が低下した 

年度開始 
時点の水準 
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（令和４年６月２１日決定） 

国立市教育大綱 

 

国立市長 永見理夫 

 

国立市は、「人間を大切にする」という基本理念を一貫して持ち続けており、「国立市人

権を尊重し多様性を認め合う平和なまちづくり基本条例」の基本理念であるソーシャル・

インクルージョンの考え方に基づき、福祉や子ども分野をはじめとしたあらゆる市政の分

野において施策の展開を図っているところである。 

教育の分野では、これまでも文教都市として、その名に恥じぬよう教育施策の向上と充

実に努力を積み重ねてきており、多様な教育課題の解決に当たっている。 

そのような状況の中、特に学校教育においては、ソーシャル・インクルージョンの理念

の下、しょうがいのある子どもや外国にルーツのある子ども、家庭環境や生活上の課題を

抱える子ども等を含めた全ての子どもが、共に学び合う中で互いの多様性を認め支え合う

教育活動を推進し、諸課題に取り組むことを期待する。国立市で育った子どもたちは、自

分の考えをしっかり持ちながらコミュニケーションを取り、他者を尊重し、多様性を認め、

共感力を持ってコミュニティの一員として生きていける、そんな人間力を高める人づくり

を進めていただきたいと考える。 

上記のことを踏まえつつ、先人たちが築き上げてきたこの文教都市くにたちを守り、育

て、さらに発展させ、子どもたちに確かな未来を残していくために、市行政の責任者であ

る市長として、学校教育との関連では「子どもを産みたいまち、子どもを育てたいまち く

にたち」の実現に向けて、生涯学習との関連では「文化と芸術が香るまち くにたち」の

実現に向けて、国立市教育委員会と連携、協力のもと、次の点において文教都市国立の教

育施策の推進を図りたく、教育大綱として定めるものである。 

 

記 

 

１ 「２４時間安心安全のまち くにたち」、「子どもを産みたいまち、子どもを育てたい

まち くにたち」の実現のために、福祉と教育の連携を強化する。特に発達障害児（者）

への継続的支援、幼児教育を受けての小学校教育の充実、ニーズに応じた安心安全な放

課後等の居場所の確保、不登校・ひきこもり・ニート等の青少年自立支援等において福

祉、学校教育、社会教育との連携を強化する。 

 

２ 子どもの将来が、その生まれ育った環境によって左右されることのないよう教育の機

会均等を図り、学力向上、体力向上の取り組みを推進し、子どもたちの確かな学力と健

やかな身体を養い、自ら考え、生きる力を育む教育を推進する。 

 

３ 世界を舞台に活躍するグローバル人材を育成するため、子どもたちの語学力、コミュ



- 2 - 

 

ニケーション能力の育成を中核に、主体性、チャレンジ精神の育成などのグローバル化

に対応した事業・教育を推進する。 

 

４ しょうがいのある児童・生徒もしょうがいのない児童・生徒も同じ場で共に学び、相

互に成長できるフルインクルーシブ教育を目指す。併せて、児童・生徒が持つ能力を最

大限発揮できるよう個別支援のための環境整備を進める。 

 

５ 子どもたちの人権尊重精神を養い、いじめをなくし、互いの多様性を認め合い、あら

ゆる人々の人権についての理解を深め、自他の生命を大切にする教育を推進する。 

 

６ 平和の尊さを知り、日本及び世界の恒久平和を希求し、貢献する心を育むため、平和

関連事業と連携した平和教育を実践する。 

 

７ 地球や身の回りの自然環境の大切さを知り、地球・自然環境の保全に関心を培うため、

豊かな自然や身近な地域の中での様々な体験活動を通じて、自然に対する豊かな感受性

を育み持続可能な社会の担い手となれるよう、環境教育を推進する。 

 

８ 「持続可能なまち くにたち」の実現のために、教育施設を中心とした市有施設のス

トックマネジメントを行うことにより、安定的な黒字財政を堅持しつつ、学校、給食セ

ンターをはじめとする老朽化した学校教育施設環境を改善する。 

特に学校の建て替えにおいては、地域社会の一員である学校が、地域の教育拠点にと

どまらず、地域の核として、防災、コミュニティ等の拠点機能も果たすことを視野に据

えて検討を進める。 

 

９ 既存の学校施設については、子どもたちの安心・安全確保、学習環境向上のため、校

舎の非構造部材の耐震化、体育館へのエアコン設置、トイレ環境の改善などを、将来の

建て替えを見据え計画的に取り組む。 

 

10 先人たちが築いた国立の歴史や伝統文化に触れる機会を提供し、子どもたちが、郷土

について理解を深め、誇りを持ち、国立の歴史や伝統文化を後世に引き継いでいけるよ

うな施策を展開する。 

 

11 「個性ある賑わいと自然の共生したまち くにたち」、「文化と芸術が香るまち くにた

ち」を実現するために、「国立市文化芸術条例」及び「文化芸術推進基本計画」に基づ

き、旧国立駅舎の活用や本田家住宅の保存・活用、くにたちアートビエンナーレの実施

等、文化芸術の継続的な振興を計画的に展開するとともに、「生涯学習振興・推進計画」

に基づき、生涯学習情報の収集・発信等を行い、市民の生涯学習活動を支援する取り組

みの推進を図る。 
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12 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会で得たスポーツとのつながりを

継続するとともに、設置された地域スポーツクラブなどの様々な団体と連携し、市民が

スポーツに親しめる施策を展開する。 

以上 
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（平成 28 年 4月 26日国立市教育委員会決定） 

 

国立市教育委員会教育目標 
 

 国立市教育委員会は、学校教育、社会教育の連携のもと、子どもたちが個人の尊厳を重

んじるとともに、公共の精神を尊び、豊かな人間性と創造性を備えた人間へと成長するこ

とを目指し、文教都市「国立」にふさわしい学校教育の充実を図る。 

 また、社会教育を充実し、生涯を通じ、あらゆる場で学習できる生涯学習社会の実現を

図る。                

 

（平成 28 年 4月 26日国立市教育委員会決定） 

 

国立市教育委員会基本方針 
 

 国立市教育委員会は、「教育目標」を達成し、学ぶ権利を保障するため、日本国憲法及

び教育基本法の精神に基づき、とりわけ学校教育においては学習指導要領の趣旨を十分に

生かし、以下の「基本方針」に重点をおき、総合的に施策の推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

(1) 年齢や性、しょうがいの有無などに関わらず、全ての人が互いの人間性を尊重し合う

人権尊重の精神を培い、人権に関わる課題について正しい理解と認識を深め、偏見や

差別をなくす人権教育を推進する。 

(2) 思いやりの心をはぐくみ、自他をいつくしみ、生命を大切にするなど心の教育を充実

するため、道徳教育のより一層の充実を図る。 

(3) いじめや不登校などの問題に対応するため、互いに認め合い共に学び合う学校づくり

を進めるとともに、地域と連携した総合的な教育相談機能の整備・充実に努める。 

(4) 平和の尊さを知り、日本及び世界の恒久平和を希求し、平和に貢献する心を育むため、

平和教育を推進する。 

(5) 環境問題に対する理解と関心を深め、具体的な行動に結び付けられるよう、知識だけ

ではなく、体験活動を通じて環境教育を推進する。 

(6) 互いに支え合う社会づくりを目指して、権利と義務、自由と責任についての認識を深

めさせ、公共心をもち自立した個人を育てる教育を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 学力の３要素である基礎的な知識及び技能、それらを活用した思考力・判断力・表現

力、主体的に学ぶ態度を確実に身に付けさせるため、問題解決的な学習を柱とした児

童・生徒が自ら学び考える教育活動を推進する。 

(2) 生きる力の重要な要素である体力を高めるため、授業の充実、運動の日常化、家庭・

地域との連携を推進する。 

(3) 特別支援教育の更なる推進を図り、しょうがいのある児童・生徒としょうがいのない

 

人権尊重の理念を正しく理解するとともに、自他の生命を大切にし、思いやりの心を身

につけ、互いを大切にすることができる教育を推進する。 

【基本方針１ 人権尊重の精神と社会性の育成】 

 

一人一人の個性を生かし、社会の一員としての自覚を高め、自己実現を図る能力を育てる

ため、関係機関との協力や、学校・家庭・地域社会の緊密な連携のもとに、生きる力をはぐ

くむ教育を推進する。  

【基本方針２ 生きる力をはぐくむ学校教育の推進】 
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児童・生徒ができる限り同じ場で共に学ぶことを追求するインクルーシブ教育システ

ムの構築を目指す。 

(4) 日本や世界の文化・伝統に触れる機会の充実を図り、郷土に対する愛着や誇りをはぐ

くみ、多様な文化に対する理解を深めることにより、日本人としてのアイデンティテ

ィを醸成し、世界で活躍するグローバル人材を育てる教育を推進する。 

(5) 子どもの健やかな身体を作るため、学校給食を充実させるとともに、健康な食生活を

支える食育の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 地域の人材を活用した学習活動、教材づくり等を推進し、多様な教育活動を展開する。 

(2) 各学校での特色ある教育活動を明示し、保護者・市民の協力を得ながら推進する。 

(3) 授業公開等を実施し、保護者・市民に教育活動を開くとともに、保護者や地域の願い

を踏まえた開かれた学校づくりを推進する。 

(4) 教員の資質・能力向上を図るため、授業実践を中心とした教職員研修の整備・充実を

推進する。 

(5) 学校の教育的リーダーシップの確立を図り、組織としての学校機能を高め、特色ある

学校づくりを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 地域社会における市民の活動機会を増やすため、社会体育、地域活動の充実を図る。 

(2) 生涯学習ネットワークの整備・充実を図り、生涯学習活動を総合的に支援する。 

(3) 地域の歴史、伝統文化を尊重し、有形・無形文化財の保護・活用を図る。 

(4) 図書館等の整備を通じ、学習・交流の機会や情報の提供を充実するとともに、社会教

育活動を支援して、家庭や地域の教育力の向上を図る。 

(5) 文化に親しむ環境づくりを目指して、社会教育施設、文化施設を整備・充実し、芸術

文化の創造・交流を実現していく。 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第二十六条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定により教育

長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第四項の規定により事務局

職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び

評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表

しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たつては、教育に関し学識経験を有す

る者の知見の活用を図るものとする。 

 

子どもたちが、生涯を通じて社会の変化に主体的に対応し自己のよりよい成長を図れるよ

うにするため、家庭・学校・地域の連携により創意ある教育活動、特色ある学校づくりを推

進する。 

【基本方針３ 特色ある開かれた学校づくりの推進】 

 

生涯を通じていつでも自由に学習機会を選択して学び、その成果を地域社会に生かすこと

ができるよう、学校教育、社会教育、文化、スポーツ等に関する施策を総合的に推進し、生

涯学習社会の実現を図る。 

【基本方針４ 生涯学習の振興】 
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第一章 教育委員会活動  

 
 

 

Ⅰ 教育委員会の活動状況 

 

【目的】 

創造的で人間性豊かな人材を育成するため、学校教育をはじめ、生涯学習、文化、スポ

ーツ振興など幅広い分野にわたる教育行政を一体的に推進していく重要な役割を担う教

育委員会として、その幅広い教育行政に関する基本方針等を会議において決定する。 

 

【現状・実施状況】 

１ 教育長・教育委員の選任状況 

国立市教育委員会（以下、「委員会」という。）は、国立市長が国立市議会の同意を得て

それぞれ任命した教育長及び４人の委員より組織される合議制の執行機関であり、その権

限に属する教育に関する事務を管理執行しており、教育長の任期は３年、委員の任期は４

年となっています。 

教育長は、教育委員会の会務を総理し、教育委員会を代表するとされており、委員会よ

り委任された多くの事務をつかさどっています。 

しかし、次の事項については、教育長へ委任せず、委員会自らの責任において処理する

こととなっています。 

(１) 教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針に関すること。 

(２) 委員会規則その他委員会の定める規程の制定又は改廃に関すること。 

(３) 委員会の所管に属する学校その他の教育機関の設置及び廃止並びに位置の変更に関すること。 

(４) 委員会の職員及び委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任免その他の人事

に関すること。 

(５) 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の規定による点検及び評価に関すること。 

(６) 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条に規定する意見の申出に関すること。 

(７) 教育財産の取得及び処分について、市長に申し出ること。 

(８) 教育施設・設備の整備計画に関すること。 

(９) 国立市非常勤特別職職員の報酬および費用弁償に関する条例第２条各号に定める特別職の

職員のうち教育委員会が所管する委員等（教育委員会委員を除く。)を委嘱し、又は任命するこ

と。 

(10) 陳情、請願等を処理すること。  

(11) 行政不服審査法に基づく不服申立て（この条の規定により教育長に委任された事務に係る

ものを除く。）及び訴訟に関すること。 

(12) 教科用図書の採択に関すること。 

(13) 小学校及び中学校の通学区域の設定又は変更に関すること。 
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(14) 委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の服務の監督の一般方針を定めること。 

(15) 委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の研修の一般方針を定めること。 

(16) 文化財の指定又は解除に関すること。 

     

令和 7 年 3 月 31 日現在 

職   名 氏    名 任   期 

教 育 長 雨 宮 和 人 
自 令和  6. 5.24  

至 令和  9. 5.23 

委 員 

（教育長職務代理者） 
操 木  豊 

自 令和  4. 4. 1 

至 令和  8. 3.31 

委 員 大 野 孝 儀 
自 令和  6. 4. 1  

至 令和 10. 3.31 

委 員 佐 藤 有 里 
自 令和  4. 1. 1 

至 令和  7.12.31 

委 員 篠 原 朋 子 
自 令和  5.10. 1 

至 令和  9. 9.30 

 

２ 教育委員会の活動状況（会議開催回数、学校訪問回数など） 

委員会の主な活動は、教育に関する重要な案件の審議を行う「会議」と、教育現場の活

動状況や取り組み状況を確認する「学校訪問」があります。 

 

（１）定例教育委員会の開催状況 

定例教育委員会は、原則毎月１回第４火曜日に開催しました。令和６年度開催状況

及び議案内容等は、以下のとおりです。 

定例教育委員会 １２回  臨時会 １回 

 

 

【議 案】 ５９件 可決 

０件 否決 

 

 

区分 内　　　容 件　数 (件)

人 事 関 係 １９

条 例 関 係 ０

規 則 ・ 規 程 関 係 ４

要 綱 関 係 ４

そ の 他 の 案 件 １８

臨時代理事項の報告及び承認 １３

１

６７

※報告事項には、教育長報告及び市教委名義使用、要望を含む。

陳 情 等

報 告 事 項

議
案
内
容
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【付 議 案 件】第１回から第３回教育委員会定例会は、令和５年度の開催となります。 

 

第４回教育委員会定例会（令和６年４月２３日） 

区  分 件                名 

議 案 

令和６年度教育費（６月）補正予算案の提出について（可決） 

国立市学校施設整備基本方針改定庁内検討委員会設置要綱の一部を改正する訓令案について（可

決） 

国立市立中学校の施設の開放に関する条例施行規則の一部を改正する規則案について（可決） 

令和６年度国立市立小学校教科用図書採択について（可決） 

令和６年度国立市特別支援学級教科用図書採択について（可決） 

臨時代理事項の報告及び承認について（第２５期国立市社会教育員の解嘱及び委嘱について）（可

決） 

国立市スポーツ推進委員の委嘱について（可決） 

国立市文化芸術推進会議委員の委嘱について（可決） 

臨時代理事項の報告及び承認について（第３４期国立市公民館運営審議会委員の解嘱及び委嘱につ

いて）（可決） 

臨時代理事項の報告及び承認について（令和６年度国立市学校運営協議会委員の任命について）

（可決） 

臨時代理事項の報告及び承認について（令和６年度国立市地域学校協働活動推進員の委嘱につい

て）（可決） 

教育委員会職員の人事異動について（可決） 

臨時代理事項の報告及び承認について（令和６年度主任の任命及び兼務発令について）（可決） 

臨時代理事項の報告及び承認について（教職員の人事異動について）（可決） 

報 告 事 項 

公益財団法人くにたち文化・スポーツ振興財団の 2024年度事業計画及び収支予算について 

令和５年度卒業式、令和６年度入学式の実施報告について 

令和５年度国立市立小・中学校 学校評価の報告書について 

令和５年度国立市立小・中学校 学校評議員会の報告について 

市教委名義使用について（１４件） 

要 望 

「第二次世界大戦は自衛戦争だ」と書いた都教委の日本史副読本＝服毒本の活用推進等を明記しち

ゃった、『第５次東京都教育ビジョン』から、国家主義イデオロギー・政治色の濃い記述を削除す

るよう求める意見書を、出して頂きたい等の要望書 

賛成する議案はミスのないものでなければ困ります。（要望） 
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第５回教育委員会定例会（令和６年５月２８日） 

区  分 件                名 

議 案 

国立市通級指導学級送迎サポート事業実施要綱の一部を改正する訓令案について（可決） 

令和６年度学校運営協議会委員の任命について（可決） 

臨時代理事項の報告及び承認について（教育委員会職員の人事異動について）（可決） 

報 告 事 項 

公益財団法人くにたち文化・スポーツ振興財団の 2023年度事業報告及び決算について 

令和５年度教育委員会各課の事業総括について（教育総務課、教育施設担当、建築営繕課、教育指

導支援課、総合教育センター、生涯学習課、食育推進・給食ステーション、公民館、図書館） 

市教委名義使用について（８件） 

要 望 

「全国の教育関係者から高く評価されている、児童一人一人を大切にする奈良教育大附属小の教育

実践に、文部官僚等が不当介入した事案」を“他山の石”とし、本市の教育政策の参考にするよう

求める等の要望書 

国立市文化芸術推進会議への諮問に関する要望 

国立第二小学校校庭への桜の古木の本移植について 

 

第６回教育委員会定例会（令和６年６月２５日） 

区  分 件                名 

議 案 
国立市学校給食運営審議会委員の委嘱について（可決） 

臨時代理事項の報告及び承認について（教育委員会職員の人事異動について）（可決） 

報 告 事 項 

令和６年国立市議会第２回定例会について 

令和５年度児童・生徒の暴力行為・いじめ問題・不登校等に関する調査の結果について 

令和５年度学校給食費決算報告について 

市教委名義使用について（９件） 

陳 情 国立市文化芸術推進会議への諮問に関する陳情 

要 望 

2025年度使用開始の中学教科書審議会・同調査研究委員会の『報告書』等作成の際、公民分野の一

部の社が防衛省の広報誌化し“軍拡肯定”の記述をしている事実を正確に明記頂き、対案も載せて

頂きたい等の要望書 ～平和憲法・第９条を大切にして頂いている本市の施策に沿ってほしい 

国立第二小学校校庭への桜の古木の本移植の安全確認について 

自由社（歴史・公民）、育鵬社（歴史・公民）、令和書籍（歴史）の教科書を採択しないことを求め

ます。 
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第７回教育委員会定例会（令和６年７月２３日） 

区  分 件                名 

議 案 

令和６年度教育費（９月）補正予算案の提出について（可決） 

令和５年度国立市教育委員会活動の点検・評価報告書について（可決） 

国立市立学校医の解嘱及び委嘱について（可決） 

国立市文化芸術推進会議委員の委嘱について（可決） 

教育委員会職員の人事異動について（可決） 

臨時代理事項の報告及び承認について（教育委員会職員の人事上の措置について）（可決） 

報 告 事 項 

国立市立中学校教科用図書審議会の審議結果について 

国立市特別支援学級教科用図書審議会の審議結果について 

令和６年度第１回Ｑ－Ｕ結果（市全体）の分析について 

国立市立学校職員服務規程第１３条の運用について 

市教委名義使用について（６件） 

国立市立学校で発生したいじめの重大事態について 

要 望 

①主任教諭設置（都教委の誤っている政策）の全国への拡散、②副校長複数配置・主幹教諭増員に

反対、一方、「教員の定数増（基礎・加配とも）」は推進――の意見書を文科省・都教委に出して頂

きたい等の要望書 

学びの多様化学校（分教室）くにたちはたけんぼ小中学校（仮称）の設置について 

国立第二小学校校庭への桜の古木の本移植の問題点について 

 

第１回教育委員会臨時会 （令和６年８月６日） 

区  分 件                名 

議 案 
令和７年度使用国立市立中学校教科用図書の採択について（可決） 

令和７年度使用国立市特別支援学級教科用図書の採択について（可決） 

要 望 教科用図書の採択に関する要望書について（１件） 
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第８回教育委員会定例会 （令和６年８月２０日） 

区  分 件                名 

議 案 

令和６年度教育費（９月）補正予算（追加）案の提出について（可決） 

国立市教育支援室の運営に関する規則の一部を改正する規則案について（可決） 

国立市特別支援教育就学支援委員会設置要綱の一部を改正する訓令案について（可決） 

物品の買入れの追認について（可決） 

物品の買入れの追認について（可決） 

臨時代理事項の報告及び承認について（教職員の人事について）（可決） 

国立市立学校における主任の配置について（可決） 

報 告 事 項 
学級閉鎖により廃棄せざるを得なくなった食材の活用について 

市教委名義使用について（５件） 

要 望 
対都教委“君が代”５次訴訟（７月４日・東京地裁）での、岡田正則早稲田大学大学院教授（菅義

偉氏が学術会議会員の任命を拒否）の証人尋問の内容を、本市の教職員に周知頂きたい等の要望書 

 

第９回教育委員会定例会（令和６年９月２４日） 

区  分 件                名 

議 案 令和６年度教育費（１１月）補正予算案の提出について（可決） 

報 告 事 項 

令和６年国立市議会第３回定例会について 

令和６年度教育委員会各課の事業計画の推進状況について（教育総務課、教育施設担当、建築営繕

課、教育指導支援課、総合教育センター、生涯学習課、食育推進・給食ステーション、公民館、図

書館） 

市教委名義使用について（４件） 

いじめ防止対策推進法の規定による重大事態に関する調査結果について 

要 望 国立第二小学校校庭への桜の古木の本移植について 

 

第１０回教育委員会定例会（令和６年１０月２９日） 

区  分 件                名 

議 案 

令和６年度教育費（１１月）補正予算（追加）案の提出について（可決） 

第３５期国立市公民館運営審議会委員の委嘱について（可決） 

第２５期国立市図書館協議会委員の委嘱について（可決） 

臨時代理事項の報告及び承認について（教職員の人事について）（可決） 

報 告 事 項 市教委名義使用について（７件） 

要 望 

「管理職の本給・手当とも増額」を主張する、貞広斎子氏や全連小・全日中らの中教審『答申』は

間違っていると、本市の教職員に周知頂きたい等の要望書 

国立第二小学校校庭への桜の古木の本移植についての問題点 
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第１１回教育委員会定例会（令和６年１１月２６日） 

区  分 件                名 

議 案 
くにたち食育推進・給食ステーションの給食費に関する規則の一部を改正する規則案について（可

決） 

報 告 事 項 
令和６年国立市議会第４回定例会について 

市教委名義使用について（７件） 

要 望 
対都教委“君が代”５次訴訟（７月 18日・東京地裁）での、心に響く原告の現・元教諭 15人中の

３人の本人尋問の内容を、本市の教職員に周知頂きたい等の要望書 

 

第１２回教育委員会定例会（令和６年１２月２４日） 

区  分 件                名 

議 案 
国立市就学援助費支給要綱の一部を改正する訓令案について（可決） 

教育委員会職員の人事異動について（可決） 

報 告 事 項 

国立市立学校給食センター整備事業 「令和５年度くにたち食育推進・給食ステーション 維持管

理・運営業務モニタリング結果」について 

市教委名義使用について（６件） 

要 望 

国立第二小学校建設の残置樹木の安全性について 

①対都教委“君が代”訴訟９団体主催大集会の内容、②学習指導要領の一部偏向記述が衆院選でリ

ベラル派候補への若者の投票（支持）率を下げさせている事案の是正の必要性、③ボイテルスバッ

ハ・コンセンサスの重要性、④貴教委定例会での是松昭一前教育長の一部偏向『社会科指導要領解

説』についてのご発言内容――を、本市の教職員に周知頂きたい等の要望書 

 

第１回教育委員会定例会（令和７年１月２８日） 

区  分 件                名 

議 案 
令和６年度教育費（３月）補正予算案について（可決） 

臨時代理事項の報告及び承認について（教職員の人事異動について）（可決） 

報 告 事 項 

令和７年度国立市教育施策事業予算案の調整状況について 

「ふれあい月間」（令和６年度第２回）実施後の調査（不登校・いじめ）に関する報告について 

令和６年くにはたちの集い（旧成人式）の実施報告について 

市教委名義使用について（２件） 

要 望 

横山洋吉元都教育長の誤った“君が代”政策が「怖い」と生徒に証言させてしまった、その具体的

内容等（北村比左嘉被告との共通点も）を教職員等に周知頂きたい等の要望書 ～生徒の人権を守

るために 

国立第二小学校の樹木移植の法的問題点のオンブズマン裁定について教育委員会事務局は重大な

法解釈・施行の誤り 
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第２回教育委員会定例会（令和７年２月１８日） 

区  分 件                名 

議 案 

令和６年度教育費（３月）補正予算（追加）案について（可決） 

令和７年度教育費予算案について（可決） 

国立市非常勤特別職職員の報酬および費用弁償に関する条例の一部を改正する条例案について（可

決） 

国立市教育委員会後援等名義使用承認事務取扱要綱の一部を改正する訓令案について（可決） 

国立市立中学校の施設の開放に関する条例の一部を改正する条例案について（可決） 

国立第二小学校改築に伴う仮移植樹木の本植に関する協定の締結について（可決） 

第四次国立市子ども読書活動推進計画（案）について（可決） 

校長、副校長の人事異動について（可決） 

報 告 事 項 

令和７年度教育委員会各課の事業計画について（教育総務課、教育施設担当、建築営繕課、教育 

指導支援課、総合教育センター、生涯学習課、食育推進・給食ステーション、公民館、図書館） 

令和６年度第２回Ｑ-Ｕ調査結果の報告について 

市教委名義使用について（２件） 

旧本田家住宅利活用計画素案について 

要 望 

卒業式・入学式に「日の丸・君が代」を強制しないで子どもが主人公となる式にしてください 

都教委でいじめ問題を担当する指導担当部長が、違法な減給処分１件取消を勝ち取った“君が代”

不起立教員に対し、約８年も遡り 20 年 12 月 25 日、戒告の再処分２件を出し直したいじめの非違

行為につき、猛省するよう求める意見書を、出して頂きたい等の要望書 ～教員や生徒の人権を守

るために 

国立第二小学校の樹木移植の安全性について子供たちの安全を最優先に対策を講じる必要があり

ます 

 

第３回教育委員会定例会（令和７年３月２５日） 

区  分 件                名 

議 案 

令和７年度国立市立小・中学校の教育課程の受理について（可決） 

ＧＩＧＡ端末更新に伴う整備計画等の策定について（可決） 

国立市教育委員会と東京大学大学院教育学研究科とのフルインクルーシブ教育事業に関する協定

について（可決） 

くにたち食育推進・給食ステーションの給食費に関する規則の一部を改正する規則案について（可

決） 

国立市スポーツ推進委員の委嘱について（可決） 

令和７年度国立市学校運営協議会委員の任命について（可決） 

令和７年度国立市地域学校協働活動推進委員の委嘱について（可決） 

国立市立学校医の解嘱及び委嘱について（可決） 

国立市立学校歯科医の委嘱について（可決） 

教育委員会職員の人事異動について（可決） 

臨時代理事項の報告及び承認について（教職員の人事異動について）（可決） 
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報 告 事 項 

令和７年国立市議会第１回定例会について 

国立市教育委員会教育振興施策の体系の見直しについて 

国立市地域学校協働活動及び学校運営協議会活動補助金交付について 

市教委名義使用について（６件） 

要 望 

二小の今と未来 

二小の桜の木を移植したことについて。 

落選・義家弘介氏ら”反日教組議連”が 09年６月文科省課長を呼び出し迫った教特法第 18条２項

改悪は、主権者教育の妨害なので今後とも改悪しないよう、文科省に意見書を出そう等の要望書 

緊急課題：第二小学校の樹木移植の問題については、児童通学のリスクを避け、教育委員会は子供

たちの安全を最優先に施策を実行すべきです。 

 

（２）教育委員会の公開 

   教育委員会は、事前に開催日を通知し、公開しました。 

① 傍聴者人数                         （単位：人） 

定 例 会 人数 定 例 会 人数 

第４回教育委員会定例会 ３ 第１０回教育委員会定例会 ４ 

第５回教育委員会定例会 ８ 第１１回教育委員会定例会 ２ 

第６回教育委員会定例会 １５ 第１２回教育委員会定例会 ２ 

第７回教育委員会定例会 １１ 第１回教育委員会定例会 ６ 

第１回教育委員会臨時会 ２３ 第２回教育委員会定例会 ６ 

第８回教育委員会定例会 １ 第３回教育委員会定例会 １２ 

第９回教育委員会定例会 ５ 合    計 ５２ 

②議事録の公開 

  教育委員会議事録は、ホームページに掲載しています。 

また、市役所の情報公開コーナー、くにたち中央図書館、公民館でも閲覧するこ

とができます。 

 

（３）総合教育会議の開催状況 

  平成２７年４月の教育委員会制度改正に伴い、市長と教育委員会が地域の教育の課

題やあるべき姿を共有し、より相互の連携を図りつつ、より一層民意を反映した教育

行政を推進していくため、市長と教育委員会とが教育施策について協議・調整を行う

場である総合教育会議を設置することとされました。 

   令和６年度の会議の開催状況は次のとおりとなります。 
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 開催日 協議・調整事項 傍聴者数 

第１回 令和６年６月２５日 

不登校（学校に行かない、行けない）対策

について 

～子どもたちの学びの場の充実について

～ 

５人 

第２回 令和６年１０月２９日 

国立市教育大綱の評価等について 

令和７年度教育施策について 

～次世代の育成と国立ブランド向上に向

けたまちづくり～ 

５人 

 

（４）学校訪問 

学校訪問は、教育委員が直接学校を訪問することで、各学校の特色ある教育活 

動や児童・生徒の実態についての理解を深めるとともに、課題を把握し、その解決

のための支援を検討することを目的に実施しました。 

 

訪問日 訪問校 訪問日 訪問校 

令和６年 ５月 15 日 国立第八小学校 令和６年 10 月 16日 国立第五小学校 

 ５月 29 日 国立第三小学校  10 月 23日 国立第三中学校 

 ６月 19 日 国立第一小学校  10 月 30日 国立第七小学校 

 ６月 26 日 国立第一中学校  11 月 13日 国立第六小学校 

 ７月 3日 国立第二中学校  11 月 27日 国立第四小学校 

 ９月 11 日 国立第二小学校    

 

（５）道徳授業地区公開講座等への参加 

例年、各小中学校で行われる道徳授業地区公開講座や運動会、合唱コンクール、学

芸会などの各学校行事に積極的に参加し、学校や保護者、地域の方々等との意見交換

を行いました。 

 

（６）情報発信事業 

教育委員会の活動や国立の教育行政の現状や取り組みを、保護者や市民に伝えるた

め、広報活動を行いました。 

また、地方教育行政の組織及び運営に関する法律により教育委員会活動の点検評価

を行い、議会に報告するとともに報告書を公表いたしました。 

・ 教育委員会活動の点検評価報告書の作成 

決算特別委員会における審議及び当初予算編成を考慮し、第３回定例会総務文教

委員会において報告し、市ホームページや市の窓口等で公表しました。 
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・ くにたちの教育 年４回発行（全戸配布、国立市ホームページにＰＤＦ版及び音

訳版を掲載） 

・ 国立市ホームページ  教育委員会活動状況、各課の業務内容、学校紹介等を掲載 

 

（７）教育委員の研修活動 

① 東京都教育施策連絡協議会 

令和６年４月２４日～５月３１日 オンデマンド配信 

② 関東甲信越静市町村教育委員会連合会研修会 

令和６年５月３１日 

講師：常光 徹 氏 国立歴史民俗博物館名誉教授 

   立石 尚之 氏 古河市立歴史博物館前館長 

③ 市町村教育委員会研究協議会（第１回及び第５回） 

令和６年６月２７日（第１回大会） オンライン 

「更なる働き方改革、処遇改善、学校の指導・運営体制の充実の一体的な推進に

ついて」「不登校対策・いじめ対策について」 

令和７年１月１６日（第５回大会） オンライン 

「更なる働き方改革、処遇改善、学校の指導・運営体制の充実の一体的な推進に

ついて」「地域と学校の連携・協働について」 

④ 東京都市教育長会研修会 

令和６年７月２４日 「学校教育を通じた地域の歴史文化による地域の活性化」 

講師：丁野 朗 氏 

観光未来プランナー／（公社）日本観光振興協会総合研究所顧問 

文化庁日本遺産審査・評価委員／全国産業観光推進協議会副会長 

⑤ 東京都市町村教育委員会連合会令和６年度第１回研修会 

令和６年１０月８日 「言葉の力…かける言葉で子どもは変わる -攻める防犯と

いう考え方-」 

講師：出口 保行 氏 

東京未来大学副学長兼こども心理学部長／犯罪心理学者 

⑥ 東京都市町村教育委員会連合会第４ブロック研修会 

令和６年１０月２３日 「小金井市の不登校対策の現状と医療現場から見たコロ

ナ禍後の不登校への対応」 

講師：副島 賢和 氏 昭和大学リハビリテーション学科作業療法学専攻准教授 

大熊 雅士 氏 小金井市教育委員会教育長 

⑦ 東京都市町村教育委員会連合会第１ブロック研修会 

令和６年１０月３０日 「～法律が教育を支える～教育法務相談員が考える教育

現場の課題と対策」 

講師：中澤 さゆり 氏 青梅市教育法務相談員 

⑧ 東京都市町村教育委員会連合会第２ブロック研修会 
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令和７年２月７日 「自助共助力を育む体験型防災・防犯教育」 

講師：清永 奈穂 氏 

ＮＰＯ法人体験型安全教育支援機構理事長 

株式会社ステップ総合研究所長／日本女子大学学術研究員 

⑨ 東京都市町村教育委員会連合会令和６年度第２回研修会 

令和７年２月２８日 「学校に行けなかった僕の気持ちと両親や先生との関わり

方～まわりの大人たちにしてほしかったこと～」 

講師：棚園 正一 氏 漫画家 

 

 

 

 教育委員会の定例的な活動については、定例会の会議を中心に、多くの議論や関係者との協

議を積み重ねました。また、定例会の終了後には、適時、教育課題についての勉強会や意見交

換を実施しました。 

 ２回開催された総合教育会議においては、市長と協議を行い、国立市の教育の更なる推進の

ため、お互いに連携・協力していくことを改めて確認されました。また、今後、国立市教育大綱の

見直しを行うこととしました。 

 学校訪問においては、各学校の教育課程の取り組みを視察するとともに、児童・生徒の様子や

施設の現況把握に努めました。また、各種研修会や学校行事等にも積極的に参加し、自己研鑽

に励むとともに、国立市の教育の状況把握に努めました。 

 

 

【今後の課題・取り組み】 

 地域の教育行政について責任を持って処理し、保護者、学校関係者、地域住民の関心や

要望を適切に反映させながら教育行政を行っていくためには、教育委員会が地域の教育の

実情や行政課題等をより的確に把握し、数多くの知見の集積や先進事例の研究をし、適切

な施策を講じる必要があります。 

狭義の教育委員会と事務局の連携をより一層充実し、さらに、総合教育会議などを通じ

て、市長とも連携していくことが引き続き重要となります。 

今後においても、見直しをする国立市教育大綱を根本方針としつつ、教育施策の方向を

示す国立市教育委員会教育目標及び国立市教育委員会基本方針に基づき、教育委員会活動

を行い、その活動について、毎年度点検評価を重ね、国立の教育の向上につなげてまいり

ます。  
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第二章 学校教育活動の取り組み 

 

 

Ⅰ 学校教育内容の質的向上に向けた取り組み  評価指標（１）-C  

 

【目的】 

 児童・生徒が社会的自立に向け、自他の生命を尊重する豊かな人間性や基礎的・基本的

な学力を身に付け、個性や能力を伸長し、自ら学び自ら考える力など「生きる力」を培う。 

（国立市教育委員会基本方針１－(1)、１－(2)、１－(3)、１－(4)、１－(5)、１－(6)、

２－(1)、２－(2)、２－(3)、２－(4)、３－(4)、３－(5)に向けての取り組み） 

 

【目標】 

１ 一人一人がその子らしくいられる環境づくりと教育活動の充実を図る。 

２ 児童・生徒の人権意識を高めるとともに、いじめ及び不登校に対する対応の充

実を図る。 

３ 一人一人の状況に合わせた学びの充実を図る授業改善（個別最適な学びと協働

的な学びの一体的な推進）を推進する。 

 

【現状・実施状況】 

１ 人権教育の推進 

（１）指導計画に基づいた人権教育の推進に努めました。 

全校における人権教育全体計画・年間指導計画の作成、改善・充実 

（２）人権教育推進委員会を３回開催しました。 

〔第１回〕講義・演習「人権教育の効果的な推進と教職員に求められる人権感覚」 

〔第２回〕東京都教育委員会人権尊重教育推進校 研究発表会参加（板橋第八小学校） 

〔第３回〕東京都教育委員会人権尊重教育推進校 研究発表会参加（国立第一中学校） 

（３）人権教育に関する教職員研修の充実を図りました。 

① 校内における人権教育研修会の実施 

② 東京都主催の人権教育研究協議会に対象教員等が参加 

校長対象１１名、副校長対象１１名、進路指導主任対象３名、 

主幹教諭・指導教諭等対象１１名 

（４）各教科・特別活動、学校行事等における体験的な活動により心の教育の充実を図

りました。 

（５）国立市いじめ防止対策推進条例に基づき、いじめ問題に対する取り組みの充実を

図りました。 

① 国立市教育委員会いじめ問題対策委員会の開催（年間４回） 

② 国立市いじめ問題対策連絡協議会の開催（年間１回） 
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③ 国立市立小・中学校いじめ問題対策連絡会の開催（年間２回） 

④ 弁護士によるいじめ防止授業の実施（全小学校）（年間８回（各校１回）） 

講師 東京第三弁護士会多摩支部 

⑤ スクールバディ・スポット講演の開催（全中学校）（年間３回（各校１回）） 

講師 国立市こども人権オンブズマン 

⑥  スクールバディ・サポートの実施（全中学校）（年間９回（各校３回）） 

地域人材による、スクール・バディに対する支援 

 

２ 魅力ある学校づくり 

（１）児童・生徒にとって魅力ある学校づくりや学級運営を行うために「Ｑ－Ｕ」アンケ

ート調査（※）を２回（５月・１０月）実施しました。 

（２）「Ｑ－Ｕ」アンケート調査の結果を学校運営に活用できるよう、各学校において、 

研修会を２回（６月・１１月）に実施しました。 

（３）教育カウンセリングの考え方や技術を活用し、魅力ある学校づくりの推進が図られ

るよう、初級教育カウンセラーの資格を取得した教職員が各学校２名配置となるこ

とを目指しました。 

※「Ｑ－Ｕ」とは、「楽しい学校生活を送るためのアンケート（QUESTIONNAIRE－

UTILITIES）」といい、「Ｑ－Ｕ」の愛称で呼ばれており、児童・生徒の学校生活にお

ける満足感や意欲の状態を把握するためのアンケートとなります。 

 

３ 一人一人がその子らしくいられる教育～国立市のフルインクルーシブ教育～の取組 

（１）複数のアドバイザーより助言を受ける形に変更し、令和５年度に引き続き、国立市

のフルインクルーシブ教育の方向性について検討しました。（フルインクルーシブ

教育検討委員会 計２回 開催） 

（２）教職員、保護者、市民とともにフルインクルーシブ教育について考える機会を設け

ました。 

① ４月３日 教育施策説明会 現時点での国立市のフルインクルーシブ教育の

取組について全教員に説明し、アンケートによる意見聴取を行い

ました。 

② ８月２６日 「フルインクルーシブ教育を考える会（教員対象）」   

講 演：「『障害の社会モデル』の視点で学校教育を考える」 

講 師：東京大学大学院 星加 良司 教授 

③ １月３０日 国立市教育フォーラム 

取組報告：「学校・学級の包摂力を高める実践・チャレンジ」 

国立市立小・中学校 各校１０分間ずつの報告 

トークセッション：「学校・学級の包摂力を高めるために」 

登壇者：国立市幼児教育センター  細田 直哉 所長 

国立市立国立第五小学校  白鳥 聡 校長 
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国立市 池野 絵美 教育環境コーディネーター 

④ ２月８日 フルインクル―シブ教育を考える会（保護者・市民対象） 

意見交換：「学校・学級の包摂力を高める取組について考えること」 

助言者：国立市幼児教育センター  細田 直哉 所長   

国立市 池野 絵美 教育環境コーディネーター 

 

４ 特別支援教育、教育相談等の充実 

（１）特別支援教育指導員（スマイリースタッフ）の効果的な活用を図りました。 

① 特別支援教育指導員研修会の実施 

国立市学校支援センターで定例研修会の実施  

全体会３回 ブロック会８回（北ブロック・南ブロック各４回） 

○支援の基本について 

○実際の支援事例に基づく支援方針・方法について 

② 合理的配慮コーディネーターによる学校訪問 

各校１学期１回、２学期２回、３学期１回、支援対象児童・生徒に対する支援

の状況を観察し必要な指導・助言を行う。 

（２）都立特別支援学校との副籍による交流を行いました。 

   対象児童・生徒 ４５名（小学校 ３０名、中学校 １５名） 

   直接交流 ９名（小学校８名 中学校１名） 

   間接交流 １０名（小学校７名 中学校３名） 

   計２２名（小学校 １５名、中学校４名） 

（３）専門家チームを中心とした関係諸機関、都立特別支援学校との連携を図りまし 

た。 

① 専門家チームの設置 

学識経験者、医師、特別支援学校教員、特別支援学級教員、関係部局職員等 

② 専門家チーム全体会の実施 

 ※市立小・中学校管理職も参加 

説明 第１回 「フルインクルーシブ教育について」 

第２回  国立市の特別支援教育の現状 専門家チームの派遣要請 

状況報告 ※書面開催 

③ 専門家チーム支援回数 年間１６回 

（４）令和６年度は、しょうがい種別で特別支援学級等における授業改善を進めました。 

① 特別支援学級等研修会（知的）の実施  ４回 

知的しょうがい特別支援学級担任および特別支援学級指導員 

② 特別支援学級等研修会（情緒）の実施 ４回  

自閉症・情緒しょうがい特別支援学級担任、特別支援学級指導員 

  ③ 特別支援学級等研修会（通級指導）の実施   ４回 

巡回指導教員、難聴言語しょうがい特別支援教室教員 
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 （５）特別支援教育連絡会において、様々な観点から協議を行い、多様化する教育的ニ

ーズに応えるための教室運営についての連絡会を開催しました。 

（６）東京都教育委員会「学校におけるインクルージョンに関する交流及び共同学習拡充支

援事業補助金」を受け、特別支援学級在籍児童・生徒が交流及び共同学習として通常

の学級で教科指導を受ける際に必要な環境整備を進めました。 

   ※研究指定校 国立第二小学校・国立第六小学校・国立第七小学校・国立第二中学校 

（７）各校からの依頼を受け、言語聴覚士及び作業療法士を派遣して助言を行う体制を維持

しました。 

言語聴覚士 ８回  作業療法士 １４回   

（８）就学相談を適切に進めました。 

  ① 相談申込件数１５７件（就学相談１１２件、転学相談３９件、きこえとことばの

教室の利用についての相談６件）     

② 就学支援委員会を９回開催、２２８ケースを審議 

<決定数>  

通級２０、固定学級 ６２、特別支援学校 １４、特別支援教室 ８７ 

    <相談実施回数>  

就学相談対応実施回数 ８５４回 

・相談室・市役所にて面接、検査実施等 ４８３回 

・学校・就学前機関にて行動観察、見学体験実施等 ３７１回 

③  在籍児童・生徒の特別支援教室利用申請 ６４件 

（９）様々な教育相談に対応しました。 

教育相談件数    ・来室相談  １１４１回（１０９家庭） 

・電話相談   ２６件 

・訪問相談及び学校での発達検査  １２１件 

（10）総合教育センターにおける教育相談員対象の研修を実施しました。 

スーパーバイザーによる事例研究（８回） 

（11）教育支援室「さくら」運営の充実に努めました。 

① 教育支援室運営協議会の実施 年間３回 

② 教育支援室 生徒数：１６名(第１学年２名、第２学年６名、第３学年８名) 

児童数：１０名(第１学年０名、第２学年０名、第３学年０名、 

 第４学年４名、第５学年２名、第６学年４名) 

（12）３名のスクールソーシャルワーカーが、児童・生徒、家庭、学校、関係諸機関等

をつなぎながら、不登校やひきこもり等、学校だけで解決できない諸問題の解決を

図りました。 

① 年間勤務日数 １９３～１９６日   

② 対象児童生徒数 ３７名（小学校）、２６名（中学校）  

③ 訪問活動の回数 ６６９回（学校２１０回、家庭２７６回、その他関係機関１８３

回） 
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（13）小学校から中学校への円滑な接続を図りました。 

① 生活指導主任会や学校間での細やかな情報連携 

② 各学校における多様な取り組み（出前授業、学校行事交流等） 

③  中学校全校による中学校新入生説明会（学校紹介動画）の実施 

 (14) 令和５年４月から「くにサポ」と連携した保護者支援の体制を開始していますが、

令和６年度も連携を継続し、保護者支援体制を充実させています。 

 

５ 教員研修の充実 

（１）道徳科における授業改善の推進 

道徳教育推進教師を中心とした授業改善  

（２）各種研究指定校の研究の推進及び研究発表会の開催等 

① 国立市研究奨励校 

     国立第八小学校（２年目）：どんなこともあきらめずに立ち向かう八小っ子の 

育成～体育科におけるゲームデザインの工夫を通 

して～ 

研究発表会 令和６年１２月６日（金） 

   国立第三中学校（２年目）：深く考える生徒の育成～「個別最適な学び」と「協

働的な学び」の充実を通して（「各教科」×「特別

の教科 道徳」×「総合的な学習の時間」）～ 

研究発表会 令和７年２月７日（金） 

国立第一小学校（１年目）：「自ら考え表現する児童の育成」 

            ～個別最適な学び・協働的な学びを通して～ 

② 令和６・７年度 東京都教育委員会 体育健康教育推進校 

   国立第四小学校（１年目）：「心も体も健康～ハッピースマイル～」を目指して 

③ 令和５・６年度 東京都教育委員会 人権尊重教育推進校 

国立第一中学校（２年目）：多様性に気付き、自他を認め、共生する心をもっ

た生徒の育成 

研究発表会 令和７年１月２２日（水） 

（３）国立市立小・中学校合同授業研究会において実践的な研究の充実を図りました。 

① 年間８回実施 

② 全１１部会で公開授業を実施 

（４）教育委員会が認める研修を実施しました。 

① 市内幼稚園   中堅教諭等資質向上研修 I受講者０名、初任者１名 

② 市内保育園    中堅教諭等資質向上研修 I受講者３名、初任者１１名 

③ 市内認定こども園  中堅教諭等資質向上研修 I受講者０名、初任者２名 

④ 市内福祉事業所   中堅教諭等資質向上研修 I受講者０名、初任者４名 

⑤ 市内 NPO法人等   中堅教諭等資質向上研修 I受講者５名、初任者４名 

⑥ その他 市外保育園 中堅教諭等資質向上研修 I受講者１名、初任者０名 



- 23 - 

 

        市外事業所 中堅教諭等資質向上研修 I受講者１名、初任者０名 

（５）今日的教育課題に対応した研修を実施しました。 

① 救急法講習会（ハイブリッド型（芸小ホールへの参集及び各校にてオンライン）） 

「食物アレルギーの対応について」 

（心肺蘇生法については、立川消防署国立出張所と連携し、各校で実施） 

② 情報教育推進委員会 

「GoogleWorkspace活用研修会」 

「教育ＤＸに関する各校の取組の情報共有」 

③  学校司書研修会 

「学校教育での図書館活用について」「杉並区立高井戸第三小学校図書室の視察及

び図書館司書の講義」 

（６）国立市教育リーダー研修会（学校マネジメント講座Ⅱ）を開催しました。 

教員の学校経営参画意識を高め、意欲と力のある教育リーダーの意図的・計画

的育成を図りました。 

①  回  数   年間１回 

②  受講人数    ２８名 

③  講  師   校長、副校長 

（７）初任者の夏季集中研修会（２日間） 

① 「特別支援教育研修」 

② 「授業改善の視点について」 

③ 「外部折衝力」（保護者対応） 

④ 「特別の教科道徳の授業づくり」 

⑤ 「初任者教諭に期待すること」 

（８）２・３年次教諭研修会として講義・演習を主とした研修を実施しました。 

① 「学習指導力」「生活指導力・進路指導力」 

② 「外部との連携・折衝力」「学校運営力・組織貢献力」 

 

６ 児童・生徒の学力・体力の向上 

（１）個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を視点とした授業改善に、

全小・中学校、全教員で取り組み、学習指導要領に求められる資質・能力の

育成及び指導と評価の一体化に向けて取り組みました。 

（２）小学校全校に放課後学習支援教室を開室し、「学習の面で成長できたか」と

いう質問に対し、参加した９１％の児童から「そう思う」と肯定的な回答を

得ることができました。また、８８％以上の児童が「参加してよかった」と

回答しました。 

① 参加学年 第５・６学年 

(ア)  教  科 国語・算数（いずれか一方でも可） 

(イ)  実施日数 年間１２０日基準 
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② 実施時間 原則午後３時３０分から午後４時３０分 

③  登録人数 １３５名（第５学年）、９９名（第６学年）計２３４名 

④ 指導員数 計５３名 

（３）市立中学校において学校の実態に応じて週ごとに同じ曜日（週１回）や定

期考査前に放課後学習支援教室を実施しました。 

① 実施回数 延べ１３２日 

② 指導員数 計１１名 

（４）市立全小・中学校が子どもの日常の生活活動や、体力・運動能力に関する

具体的目標を定め、それぞれ特色ある体力・運動能力向上に努めました。 

 

７ 学校支援体制の充実 

（１）各種支援員の配置による学校支援（会計年度任用職員）※令和７年３月１日時点 

教育支援室指導員 

（不登校児童・生徒の指導） 
６名 

特別支援教育指導員（スマイリースタッフ） 

（通常の学級における何らかの発達

しょうがいのある児童・生徒等に対す

る指導） 

３６名 

特別支援学級指導員 

（特別支援学級におけるしょうが

い特性に応じた指導） 
３１名 

介助員（スマイリースタッフⅡ種） 

（医療的ケアや校内の移動支援等を

要する児童・生徒が、安全に学校生活

を送るための支援） 

１５名 

教育相談員 

（発達や心理等の相談、支援） 
７名 

学校司書 

（蔵書管理、読書活動の推進、指導） 
１１名 

外国語指導助手（ＡＬＴ） 

（英語の話力向上等への支援） 
４名 

学校ＩＣＴ支援員 

（情報活用能力等を高める支援） 
２名 

特別支援教育相談員 

（就学にかかわる相談、支援） 
５名 

中学校部活動指導員 

（働き方改革、部活動の質的な向上） 
３名 

校内別室指導支援員 

（登校はするが、教室で学ぶことが難し

い児童・生徒に対する別室指導） 

９名 
スクールソーシャルワーカー 

（家庭と福祉等をつなぐ相談、支援） 
３名 

  合 計 132名 

（２）国立市学校支援室において、国立市立学校の教育活動の充実のための支援を行い

ました。 

① 学校支援室長の学校訪問 延べ年間３０回  

② 学校支援室会計年度任用職員等に対する指導・支援  

ア スマイリースタッフ 全体会３回 ブロック会８回（南北ブロック別各４回） 

イ ＩＣＴ支援員 定例会４回 

 ウ スクールソーシャルワーカー連絡会９回 

（３）家庭と子どもの支援員  
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全ての市立小・中学校に配置している家庭と子供の支援員を活用し、不登校傾向

にある児童・生徒に対し、登校支援や、別室指導対応などのさらなる充実を図りま

した。（各校年間６８０時間） 

（４）交流及び共同学習支援員 

    特別支援学級在籍の児童・生徒が、しょうがいの状態や実態に応じて「交流及び

共同学習」を実施できるよう、特別支援学級設置校（小学校７校・中学校３校）に

支援員の活用時間を配当し、学習の支援及び周囲の児童・生徒への理解の促進等を

図りました。 

（１０校合計：年間３,８００時間） 

（５）校内別室指導支援員 

学校には来ることができるが、教室で過ごすことが難しい児童・生徒のために

別室指導支援員を配置しました。 （三小・四小・五小・一中・二中・三中） 

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

 水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準（１） 

 【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 Ｃ 

 

１ いじめについては、軽微なものも含めて積極的に認知する取組は継続しており、令

和６年度の認知件数は、令和５年度よりも増加しています。いじめ対応については、

疑いがある段階ですぐに「学校いじめ対策委員会」の開催をするように国立市教育委

員会から学校へ適宜働きかけを行いました。しかしながら、暴力行為が伴ういじめ重

大事態事案２件と、いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席す

ることを余儀なくされている疑いがあると認められるいじめ重大事態事案１件、合計３件

発生しています。 

不登校児童・生徒の割合については、小学校が１．９７％（令和５年度：１．７７％）、

中学校が５．２２％（令和５年度：５．３６％）となっており、発生率は小学校では

上昇、中学校では減少しています。一方で、多様な学びを保障する観点からみると、

不登校や教室に入ることができない児童・生徒への対応として、校内別室登校や教育

支援室への通室だけでなく、「不登校児童・生徒の『指導要録上の出席扱い』に係るガ

イドライン」を改訂し、地域の NPO 法人や居場所事業者と連携しひとり一人がその子

らしく学べる環境を整備してきました。 

 

２ 令和６年度も、特別支援教育指導員（スマイリースタッフ）を３５名配置し、通常

の学級において、何らかのしょうがいのある児童・生徒に対する支援の充実を図りま

した。 

東京都教育委員会からの研究委託事業である「学校におけるインクルージョンに関する

交流及び共同学習拡充支援事業」を通じて、交流及び共同学習の在り方や進め方につい
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 て研究を深めることができました。特別支援学級での学びだけではなく、通常の学級でどの

ような学びが実現できるのか、また児童・生徒の思いや願いに寄り添った取り組みを行うこと

ができました。 

 

３ フルインクルーシブ教育については、教育施策説明会及びフルインクルーシブ教育を

考える会にて教員に対してアンケートを行い、市の方向性等に係る意見の収集を進め

ました。各校がそれぞれの状況に応じた学校・学級を包摂する取組を主体的に進め、

実践が蓄積されてきました。 

 

４ 文部科学省が実施した「令和６年度全国学力学習状況調査」について、国立市立小学

校は都の平均点をやや上回っています。個別最適な学びと協働的な学びの一体的な推

進を今後も進めていく必要があります。各校では、それぞれの実態に応じて校内研究

等を進め、教員の指導力向上を図っています。 

 

令和６年度全国学力・学習状況調査（率） 

〔 小学校（第６学年）〕  

平均正答率 国語   算数   

国立市 71 69 

東京都 70 68 

全国 67.7 63.4 

〔 中学校（第３学年）〕 

平均正答率 国語 数学 

国立市 62 61 

東京都 61 57 

全国 58.1 52.5 

 

５ 令和６年度は、各学校１取組を取り入れ、創意工夫を重ねながら体育の授業を

実施しました。 

東京都統一体力テストの意識調査の項目では、「運動（体を動かす遊びをふくみ

ます。）やスポーツをすることは好き・やや好き。」と肯定的な回答をする小学校

児童はおよそ９２％（令和５年度：９３％）、中学校生徒は８３％（令和５年度：８

４％）であり、令和５年度調査と比較すると、肯定的な回答をする児童・生徒の数

値に大きな変化は見られませんでした。 
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 令和６年度児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査（点） 

〔 男子 〕 

 小１ 小２ 小３ 小４ 小 5 小６ 中１ 中２ 中３ 

国立市 28 35 42 47 50 56 33 42 51 

東京都 29 36 42 47 52 58 33 40 46 

全国 － － － － 52 － － 41 － 

 

〔 女子 〕 

 小１ 小２ 小３ 小４ 小 5 小６ 中１ 中２ 中３ 

国立市 26 36 42 46 52 58 43 53 54 

東京都 28 36 42 48 54 58 41 45 48 

全国 － － － － 53 － － 47 － 

※表中の数値は、体力合計点の平均（小数点以下切り捨て） 

※文部科学省の全国調査は、小５、中２のみを対象に実施 

 

以上、各校が方法を工夫して子どもたちの学力・体力向上に取り組んでいるところで

す。学校・学級の包摂力を高め一人一人がその子らしくいられる環境への取り組みにつ

いては、校内別室指導の環境整備や、スマイリーサポートの充実、また研修会等を通じ

た特別支援教育理解向上、また各校において、幼保こ小連携の推進や授業改善など包摂

性が高まる取り組みの充実が図られてきています。しかしながら、いじめ重大事態が３

件発生したことから、評価指標をＣとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

１ 一人一人がその子らしくいられる教育 

改訂予定の教育大綱の内容を踏まえつつ、令和７年度は、引き続きフルインクルーシ

ブ教育を考える会等における各方面との対話を丁寧に進めるとともに、フルインクルー

シブ教育検討委員会において、方向性の素案の検討を進めます。並行して各校の学校・

学級の包摂力を高める取組は継続し、教育フォーラムにおける実践発表で得られた知見

を広げていけるようにします。 

 

２ 不登校児童・生徒の支援をより充実させるために 

不登校児童・生徒への学級担任からの電話や訪問といった支援だけにとどまらず、校

内別室指導支援員を小学校３校・中学校３校に配置し、学校内での居場所や心を休める

場を作ってきました。また、教育支援室のアウトリーチをおこない、中学校や公民館等

の公共施設での不登校支援も進めてきました。 

  今後、校内別室指導のさらなる充実を図るとともに、国や都が推奨する「学びの多様

化学校」（不登校特例校）やチャレンジクラス（不登校対応校内分教室）の設置につい

ても検討を進めていきます。 
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３ いじめ防止の取り組みについて 

  いじめは子供の生命や心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を及ぼすもの

であり、絶対に許されない行為です。軽微ないじめも見逃さないだけではなく、学校組

織全体で一丸となって取り組むことや子供たち自身がいじめについて考え行動できる

ようにするために、すべての教育活動を通じて、子どもたちの自己肯定感を育み、日頃

の授業から子供たち同士の話合いによる合意形成や意思決定の場を設定し、多様性や互

いの良さを認め合える態度を育成します。いじめの重大事態については、発生させるこ

とのないよう、教員に対する啓発を進めるとともに、発生した事案から得られた知見を

活かし、学校の対応力の向上を図ります。 

 

４ 特別支援教育の推進について 

令和５年度に整えた言語聴覚士及び作業療法士を有効活用し、アセスメントを含め児

童・生徒の困りごとに応じた指導・支援の効果をさらに上げていきます。 

多様な学びの場の最終段階として、対象児童が増加していることばの教室について、

小学校２校目となる設置、入級者が年々増加している中学校情緒しょうがい特別支援学

級の新規設置に向けた検討も進めていきます。 

 

 

Ⅱ 学校教育環境の充実に向けた取り組み   評価指標（１）―B   

 

【目的】 

 児童・生徒の学校生活をより一層豊かで実りあるものにするための教育環境の充実を図

る。 

（国立市教育委員会基本方針２－(1)、３－(1)、３－(2)、３－(3)に向けての取り組み） 

 

【目標】 

１ 保健・衛生環境を整える。 

２ 地域人材・協力機関をできるだけ多く確保し、学校が活用できるよう条件整備

を進める。 

 

【現状・実施状況】 

１ 保健安全管理の充実 

児童・生徒・教職員の保健管理と学校環境の安全管理に努めました。 

（１）令和６年度就学予定者の就学時健康診断の実施 

令和６年１０月～１１月実施 受診者５１７名 

（２）児童・生徒の定期健康診断の実施 

令和６年４月～令和６年６月実施 児童・生徒全員 
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（３）教職員健康診断の実施 

結核検診  令和６年６～１２月実施（受診率 89.9％） 

循環器健診 令和６年７～９月実施（受診率 79.3％） 

消化器健診 令和６年７～１０月実施（希望者が受診、受診人数 61名） 

婦人科健診  令和６年４月～令和７年１月実施（希望者が受診、受診人数 70 名） 

メンタルヘルス・ストレス検査 令和６年１２月実施（全教員対象） 

なお、本健康診断に代えて他の健康診断（人間ドック等）を受診した場合、校長

に結果の写しを提出することにより、受診したことを確認 

（４）学校医との連携 

学校医等の執務  内科、眼科、耳鼻咽喉科、歯科の健診 

（５）薬剤師との連携 

 ①飲料水検査（４月） 

 ②学校給食衛生管理状況検査（５月） 

 ③学校医薬品等検査（９月） 

④教室内等の照明・空気環境調査の実施 

・照明（６月、１１月） 

・空気環境調査（５～３月） 

⑤毒物・劇物の管理 

・毒物及び劇物管理の手引きにより適正に管理保管 

・毒物・劇物管理責任者と学校薬剤師の連携 

・年１回学校薬剤師による調査（１０月） 

  ⑥プール施設検査（６～９月） 

  ⑦二酸化炭素等検査（２月） 

（６）学校保健委員会の開催 

・小・中学校全校において開催 

・学校保健委員会の内容の充実 

 

２ 学校教育協力者事業の推進 

（１）学校教育協力者を各学校に派遣し、学習支援の充実を図っています。 

① ティーチングアシスタントの配置（全校） 

２０名 ２２３回 

② 学校教育活動支援者の活用 

５５名 延べ１４６回 

 （２）農業委員会の協力を得て、農業体験学習を実施しました。 

・田植え ５年生（※当日の大雨の為、中止） 

・稲刈り ５年生（約５５０名・農業委員会） 

・各学校菜園での農業体験学習の充実 

（３）地域の意見を踏まえた学校運営が図られるよう各校で学校評議員会を開催しまし
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た。 

学校評議員の委嘱 延べ９０名 

学校評議員会の開催（四小・三中以外の９校で） 年３回 

※四小・三中は、令和６年度よりコミュニティ・スクールとなったため、学校評

議員は学校運営協議会に移行。 

 

３ 市立小中学校における業務用携帯電話の活用 

 学校現場における事故・災害時等において、複数の通信手段を確保し、迅速かつ適切な

対応が取れる体制を構築するため、教員等に業務用携帯電話を携帯させています。 

また、食物アレルギーのアナフィラキシーショックの発症時の対応訓練として、当該携

帯電話を活用する模擬訓練を全校が行いました。 

 

４ 通学路安心安全カメラの運用 

 地域の方などによる子どもたちの見守り活動を補完し、子どもたちの安心安全を確保す

るために、平成２８年度に各校通学路に４０台の安心安全カメラを設置しました。現在は、

４３台となったカメラを適切に運用すること及び、犯罪抑止力の向上なども図っています。 

 

５ コミュニティ・スクール開設準備 

国立第二小学校・国立第六小学校・国立第七小学校・国立第一中学校で、コミュ

ニティ・スクール開設のための準備を進めました。 

・学校運営協議会新設校説明会（１回） 

・地域学校協働活動推進員連絡会（３回） 

・コミュニティ・スクール学校説明会（二小・六小・七小・一中）（各校１回） 

・学校運営協議会研修会（１回） 

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

  水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準（１） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 Ｂ 

  

１ 令和５年度は学校医や学校薬剤師と連携し、感染症対策に配慮しながら定期

健康診断を実施しました。教室内の環境検査等においても、児童・生徒の学校

教育環境の向上に努めました。 

２ 学校教育活動支援者・ティーチングアシスタントともに、昨年度の回数を下回

りましたが、コミュニティ・スクールの導入を機に保護者・地域のボランティ

ア活動の取組の素地づくりが進んでいます。近隣の大学との連携や地域の学校

支援者との人脈も大切にしながら、学校のニーズに十分対応できる人材の確保

に努めてまいります。 
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 ３ コミュニティ・スクールは、令和６年度導入の２校の運営を支援するととも

に、４校の導入準備を進めました。 

 

以上、保健・安全指導の安定した実施や、予定していたコミュニティ・スクー

ルの開設準備の中で地域人材の確保がしやすい状況が生み出され始めているこ

と等から、評価指標をＢとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

１ 保健関係 

  令和７年度についても、これまでの感染症の経験を活かし、より安全かつスムーズに

各種の健康診断を実施していきます。また、令和５年８月から「くにたち食育推進・給

食ステーション」の開設に併せアレルギー食を提供しています。アレルギー食の提供の

充実に伴いアレルギー対応マニュアル等を見直し、緊急時の役割分担の確認、情報の共

有を図ってまいります。 

 

２ 全校導入に向けてのコミュニティ・スクール開設準備 

  令和８年度の５校への導入をもって、全校にコミュニティ・スクールの導入が完了し

ます。各校で遅滞なく準備が進められるよう、引き続き説明会等を開催していきます。 

 

 

Ⅲ 開かれた学校づくりの取り組み  評価指標（１）―B 

 

【目的】 

 開かれた学校づくりにより、児童・生徒の教育を、家庭・学校・地域社会の連携の中で

推進する。 

（国立市教育委員会基本方針１－(2)、３－(1)、３－(2)、３－(3)に向けての取り組み） 

 

【目標】 

家庭・学校・地域社会・関係機関等の連携により、特色ある教育活動を推進するととも

に、児童・生徒の安全を確保する。 

 

【現状・実施状況】 

１ 家庭・学校・地域社会の連携による、創意ある教育活動、特色ある学校づくりの推進 

（１）地域に根ざした教育推進のため積極的に情報を発信し、連携を進めました。 

① 学力・学習状況調査結果、学校評価、学校いじめ防止基本方針等をホームページ 

に公表しています。 

② 国立第二小学校、国立第三小学校、国立第一中学校では、保護者・地域の方と連

携し校庭の芝生の維持管理を行い、各小学校では、見守りボランティアの方が毎朝
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の登校時子どもたちの見守りを行うなど、各学校において様々な形で保護者・地域

の方々との連携が進んでいます。 

（２）学校公開週間、道徳授業地区公開講座の推進 

各校が計画に基づき、保護者や地域の方々への積極的な授業公開、意見交換の機会

提供、教育活動への理解促進を図り、円滑な運営を目指しています。 

（３）市内の幼稚園・保育園と連携推進 

① 幼保こ小連携推進研修会（往還型研修） 

５月、６月、８月 開催 

② スタートカリキュラム研修会の実施 

１１月開催 

③ 幼保こ小教員等連絡会の開催 

５月開催 

（４）都立国立高等学校の生徒による中学校の夏季休業中の学習支援 

⇒全中学校で実施いたしました。 

（５）土曜日授業の実施 

社会に開かれた教育課程及び特色ある教育活動の推進をねらいとし、各学校で土

曜授業を設定し、原則として、第３土曜日に実施し、保護者・地域に公開しました。 

（６）教育フォーラムの開催 

「学級・学校の包括力を高める実践・チャレンジ」と題して、開催いたしました。 

（７）ヤクルト本社中央研究所と連携した事業に取り組みました。 

国立市科学に関する自由研究発表会（令和６年９月２５日） 

各市立小学校から選抜された１名が、くにたち市民芸術小ホールにて自身

の作品を発表する機会を提供しました。発表後は、審査員の研究所研究員等

から講評をいただきました。また、すべての参加者に「優秀賞」を授与すると

ともに、「東京都小学生理科科学展出展作品」及び「ヤクルト中央研究所賞」

を選出しました。 

 

２ 地域と連携した児童・生徒の安全確保の取り組み 

（１）子どもの安全のため、地域の団体（東京国立ロータリークラブ）から寄贈された

ランドセルカバー６００枚を配布しました。 

（２）児童・生徒の見守り、安全対策の強化を図りました。 

① 学校と保護者を結ぶ連絡システム「すぐーる」の活用 

② 放課後見守り放送の実施 

③ 通学路において、子どもたちの見守り活動を行っていただいている方に対し、ボ 

ランティア傷害保険への加入を行いました。 

・登録者数 ３０５名（R7.3.31現在） 

④  通学路見守り情報交換会の開催 

   地域の見守り活動を活性化させるため、各学校・保護者・地域・警察・市など関



- 33 - 

 

 

係者３９名が一堂に会し、通学路の見守りに関する情報交換会を開催しました。当

日は、通学路の現状に関しての情報共有や、警察による通学路における交通安全対

策についての研修の他、地域同士での情報交換を行いました。 

⑤  通学路見守り活動に関する事例発表会 

   見守り活動ボランティアの日頃の活動実践を共有し今後の活動発展のために、

「国立第一小学校通学路の見守り活動と今後の課題について」と題し、国立第一小

学校 PTA代表横田太郎氏を講師に招き、発表会を開催しました。地域、学校関係者

等 22名が出席され、情報交換等を行いました。 

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

  水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準（１） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 Ｂ 

 

１ ホームページによる学校評価の報告、学校保護者連絡システムの利用基準を定

め、活用を定着させるなど、学校からのデジタル化された情報発信が定着しました。 

  また、「通学路見守り情報交換会」等の地域人材による学校の支援及び、「幼保こ小教

員等連絡会」の開催等による就学前教育との連携も充実させました。 

 

２ 幼保こ小連携については、小学校を核とした連携グループごとの取組により、児童の

小学校へのスムーズな接続ができるようになってきています。相互に、教育活動を見合

う文化が醸成され、また、学校によってはスタートカリキュラムを大幅に刷新し、幼保

こ園で身に付けた力を存分に生かせる環境的配慮も進んでまいりました。学期ごとの幼

保こ小参観週間も定着し、その後の連携会議の中でも子どもたちの様子について積極的

に話し合い、情報交換を行っています。 

 

以上１、２より、これまで整えてきた連携体制をもとに教育活動の充実を図ることが

できたことから、評価指標をＢとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

幼保こ小連携の取組は、教職員の異動や幼保こ園の担任の交代等、積み上げた

教職員どうしの関係性の継続的発展の難しさがあります。研修会や連絡会を継続

的に行い、培った幼保こ小の関係性を維持できるよう取り組みます。 

開かれた学校づくりを推進するために、コミュニティ・スクールが順次導入さ

れることを機に、これまで以上に地域、保護者の理解と協力を得ながら進める取

組を充実させてまいります。 
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Ⅳ 教育課題への取り組み  評価指標（１）―B 

 

【目的】 

 学校教育を推進する上で生じる様々な教育課題に対して適切に対応し、円滑かつ充実し

た教育活動を遂行する。 

（国立市教育委員会基本方針１－(3)、３－(4)、３－(5)に向けての取り組み） 

 

 

【目標】 

１ 全小・中学校のＩＣＴを活用した教育の充実を目指す。 

２ 服務事故ゼロへの取り組みの強化を図る。 

３ 国立市立小・中学校における働き方改革を推進し、教員一人一人の心身の健康保

持の実現と、誇りとやりがいをもって職務に従事できる環境を整備する。 

 

【現状・実施状況】 

１ 学校ＩＣＴ環境の整備 

（１）情報モラル教育を推進するために、子ども自らが考えた１人１台端末学校ルー

ルを策定しています。また、長期休業期間における１人１台端末の持ち帰り、

及び家庭学習の充実を図っています。 

（２）ＧＩＧＡスクール構想に基づき、授業におけるＩＣＴ機器の活用を推進す

るため、情報教育推進員会を開き研究を進めました。 

（３）家庭におけるインターネット接続環境を充実させるために、対象となる希望者に

モバイル Wi-Fiルータを貸し出しました。 

（４）教育 DX を推進するため、クラウド上で動く学習用ツールの活用の推奨等を

行いました。 

 

２ 服務事故ゼロの取り組み 

服務事故の防止に向けて情報提供及び指導をきめ細かく繰り返し行うとともに服務

事故防止研修を実施しました。 

 

３ 働き方改革の推進 

「国立市学校における働き方改革推進実施計画」に基づいた取り組みを推進し

ました。 

（１）年度当初に全教員に対しアンケート調査を行い、できる限りの実現を目指し対

応を進めました。 

（２）夏季休業日に連続 5日間の休暇促進週間を設定し、教員の日直を置かず警備員の

配置で対応することで、休暇の取得を促進しました。 

（３）市立小・中学校に、副校長補佐及びスクール・サポート・スタッフを配置し、副
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校長及び教員の事務作業等の負担軽減を図りました。 

副校長補佐 三小・五小・六小・一中・二中 １日５時間程度 年間１９２日 

スクール・サポート・スタッフ 各市立小・中学校に１名ずつ １日６時間  年間２１０日 

（４）家庭と子供の支援員を市立全小・中学校に配置し、不登校傾向のある児童・生徒

の登校支援や別室対応等を担うことで、教員の負担を軽減しました。 

    家庭と子供の支援員  市立小・中学校１校あたり６８０時間 

（５）部活動指導員を配置することで、教員の部活動の指導業務の負担軽減及び授業の

教材研究、生活指導、学年打ち合わせ等の時間確保につながりました。 

部活動指導員 １校 週１５時間 ４５週（１校欠員あり） 

（６）留守番電話の仕組みを活用し、教員の勤務時間外の対応の軽減を図りました。 

（７）教育委員会から発出する文書等の電子化を進め、ペーパーレス化が図られるよう

にしました。 

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準（１） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 Ｂ 

 

１ 教育ＤＸを推進するために、情報教育推進委員会を開き研究を進めました。授

業においては、ＩＣＴ機器を授業の場面で活用する機会が増え、長期休業期間にお

ける１人１台端末の持ち帰り、及び家庭学習の充実を図りました。校内研修等も実

施することで、１人１台端末を使用することへの教員の抵抗感は下がってきていま

す。 

２ 服務事故については教員１件、事務局１件（いずれも個人情報の漏えい）が発生しま

した。働き方改革については、教員の時間外在校時間が減少傾向にあります。 

 

以上、１、２より、服務事故をゼロにはできていないものの、ＩＣＴ機器の活用が進んで

いること、働き方改革が進展していることから総合的に判断し、評価指標をＢとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

１ ＧＩＧＡスクール構想への対応 

令和７年度末に端末の新たなリース契約を進めるために、共同調達等の準備を進

めます。同時に、トラブル事例を共有しながら、子どもたちの情報モラル教育の充

実を図ります 

 

２ 服務事故の防止 

引き続き、服務事故ゼロの取り組みを進めるため、校長会等において、継続的に指
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導・助言を行うとともに研修の充実を図り、未然防止に努めていきます。教員の人権感

覚を高め、体罰及び不適切な指導をなくすための啓発を進めます。 

 

３ 働き方改革の推進 

（１）引き続き、「国立市学校における働き方改革推進実施計画」に示した月の１か月

の時間外在校等時間が４５時間を超える教員ゼロにすることを目指した取組を推

進します。 

 

（２）令和７年度も、教員の声も聞きながら、教育委員会ができるその他の学校の負担

軽減策も積極的に講じていきます。 

 

 

 

Ⅴ 学校施設環境整備の取り組み  評価指標（２）－B 

 

【目的】 

児童生徒の学習の場及び生活のための空間として、児童生徒の健康と安全を十分に確保

し、安心感のある施設環境の構築を図る。 

 

【目標】 

・地震震災に備え、天井材、吊り照明機器などの非構造部材の改善（耐震化）を図る。 

 

【現状・実施状況】 

１ 校舎の非構造部材耐震化対策 

東日本大震災を契機に非構造部材の耐震対策の必要性が高まり、特に学校施設におけ

る屋内運動場の吊り天井等の対策については、文部科学省からの通知を受けて、平成２

７年度末までに市立小中学校全校の屋内運動場の非構造部材耐震化対策工事を完了さ

せました。 

平成２８年度からは校舎の非構造部材耐震化対策に着手し、平成２９年度に第七小学

校、第三中学校の２校、令和元年度に第六小学校、令和４年度に第四小学校の工事が完

了しています。令和６年度については、令和５年度から開始した第八小学校の二期工事、

並びに第五小学校の一期工事が完了しました。 

 

２ その他施設改修工事、委託等 

学校施設の良好な教育環境を常に維持向上させるため、下記のような工事、委託等を

実施しました。 

（１） 第三小学校小荷物昇降機改修工事 

給食用小荷物専用昇降機は、設置当初から現在まで更新がされておらず、老朽化

していたことから、機器の改善を図り児童の安全を確保するため、又機器の不具
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合により学校給食の提供に支障が生じないよう改修工事を実施しました。 

（２）第三小学校校庭体育器具等改修工事 

    令和５年度の定期点検にて、校庭体育器具の破損や不具合、経年劣化などが指摘

され、一時的な補修対応では安全基準をクリアできなかったことから、安全性の

担保と機能維持を目的とし、校庭体育器具の撤去新設を実施しました。 

（３）第四小、第一中学校避難用救助袋改修工事   

   既存避難用救助袋は、両校共に製造から 35 年以上が経過しており、老朽化が進

行していたことから更新工事を実施しました。 

（４）第四小学校音楽室空調設備改修工事 

   空調機からフロンガスの漏洩が発生。故障箇所の修理部品の生産が終了しており

修理不能だったことから、電気方式で改修工事を実施しました。 

（５）第七小学校プレイルーム空調設備改修工事 

   難聴・言語しょうがい通級指導学級で使用している教室において、室内機１台が

故障し作動しなくなったことから、ガス方式で同系統の室内外機の改修工事を実

施しました。 

（６）第二中学校音楽室空調設備改修工事 

   室外機にて故障が発生。故障箇所の修理部品の生産が終了しており修理不能だっ

たことから、電気方式で改修工事を実施しました。 

（７）第一小学校算数教室空調設備改修工事 

空調機が故障したことから、解体予定である第二小学校に設置されていた再利用

可能な電気式の空調設備を移設する工事を実施しました。 

（８）その他工事 

学校や保護者の要望等を踏まえ、適宜、必要な学校施設修繕関連工事を実施し

ました。 

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達していないまたは成果が十分でない 

…取り組みの水準（２） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標  B 

 

学校校舎非構造部材耐震化については、計画通り第八小学校校舎の二期工事、第五小学

校の一期工事を完了いたしました。その他、必要な学校施設修繕関連工事を実施し、学校

施設環境の維持、向上に努めました。 

学校施設については老朽化が進む中、日頃学校との連絡を密にしながら、学校運営に支

障のないよう速やかに対応を行いました。 

上述のとおり、年度内の取り組みとして、非構造部材耐震対策が一定程度進捗したこと

から、課題の解決・現状の改善があったと判断し、評価指標をＢとしました。 
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【今後の課題・取り組み】 

１ 学校校舎非構造部材耐震化の取り組み 

学校施設の非構造部材の耐震化に速やかに取り組まなければなりません。校舎の非構造

部材耐震対策については、令和７年度に第五小学校の二期工事、第一小学校の一期工事を

実施していきます。また、同年度に第三中学校の外壁改修工事の実施設計を実施し、令和

８年度に工事を予定しております。 

 

 

 

Ⅵ 教育施設建替えなどの取り組み 評価指標（２）-A 

 

【目的】 

老朽化した教育関連施設の更新を行い、児童生徒の安心・安全な環境確保を図る。 

 

【目標】 

・国立市公共施設保全計画や国立市公共施設等総合管理計画で建て替えの必要性が示

されている教育施設について建て替えや施設整備を行い安心安全の確保とともに利便

性の向上を図る。 

 

【現状・実施状況】 

１ 第二小学校の学校建て替えに向けた取り組み 

学校関係者、市建築部門及び工事業者と協力し、保護者や近隣住民等のご意見を伺い

ながら、実施設計に基づき改築工事を進め、新校舎棟が令和６年１２月に竣工し、予定

通り３学期からの使用を開始しました。また、新校舎の供用開始に向け、冬休みを利用

して備品の調達、校舎移転、廃棄物処理、不用品の活用等を行いました。 

改築に伴い、やむを得ず伐採することとなっていた既存樹木について、市民団体と協

力して移植事業を進め、二小敷地東側緑道に２本のサクラを移植いただきました。 

今後も地域とともにある学校とするため、関係者の方々と協議を行い、改築を進めて

まいります。  
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【外観パース】 

 

 

 

 

【普通教室】 
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【多目的室】 

 

【校舎棟中庭及びスロープ】 
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２ 国立市学校施設整備基本方針の見直し 

 国立市における学校施設の長寿命化計画である国立市学校施設整備基本方針改定庁

内検討委員会設置要綱に基づき、検討委員会での議論を行い、第二小学校改築事業にお

いて課題となった点を踏まえ、改正素案の作成を進めました。 

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達していないまたは成果が十分でない 

…取り組みの水準（２） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 A 

老朽化が進む教育施設について着実に更新へ向けた対応を行いました。 

令和６年度の取り組みにより、建て替えや施設更新に向けて事業の進捗が見られたこと

から、評価指標をＡとしました。 

 

 

【今後の課題・取り組み】 

１ 学校施設の老朽化対応 

老朽化した学校施設の大規模改修または建替えなどの更新については、国立市公

共施設保全計画や国立市公共施設等総合管理計画、国立市学校施設整備基本方針を

踏まえ、ストックマネジメントの観点からも、長寿命化・複合化・統廃合などを考

慮した整備計画の検討が求められています。 

昨年度に引き続き国立市学校施設整備基本方針の見直しに向けて、検討委員会での

議論を踏まえ改正素案の作成を行う等、検討を進めてまいります。 

第二小学校については、令和６年度に引き続き学校関係者、工事事業者等と協力し、

既存校舎解体、体育館棟建設工事及び付帯する備品調達、移転業務、廃棄物処理等の準

備を進めてまいります。また、市民団体が敷地内に移植した２本のサクラについて、児

童等の安全性の確保を前提に、当該団体と協力して活着に向けた養生を行ってまいりま

す。 
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第三章 学校給食の取り組み 

  

 

 

Ⅰ 国立市学校給食運営審議会の運営  評価指標（１）-B 

 

【目的】 

運営審議会は、保護者、校長、教員、学校医、学校薬剤師、学識経験者により組織され、

学校給食に関する管理運営などに関することを審議し決定したことを教育委員会に報告

する。 

（国立市教育委員会基本方針２－(5)に向けての取り組み） 

 

【目標】 

運営審議会が、学校給食に関する管理運営事項を的確、円滑に審議できるよう運営支援

に努める。 

 

【現状・実施状況】 

 

令和６年度国立市学校給食運営審議会開催の状況 

 

月 日 運 営 審 議 会 議 題 

第１回 １．令和６年度役員選出について 

７月２５日（木） ２．令和６年度国立市学校給食運営審議会の年間予定について 

 ３．令和６年度「食育推進・給食ステーション」事業計画等について 

 ４．その他 

第２回 １．事業報告について  

９月２６日（木） ２．学校給食費の収支状況について（８月３１日現在）  

 ３． その他 

第３回 １．事業報告について  

１１月２１日（木） ２．視察研修について  

 ３．その他 

第４回 

１月２３日（木） 
他市等視察研修(武蔵野市立学校給食桜堤調理場） 

第５回 １．事業報告について 

２月２７日（木） ２．学校給食費収支状況について（１２月３１日現在） 

 ３．令和７年度事業計画について 
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 ４．その他 

第６回 １．事業報告について 

６月２６日（木） ２．令和６年度学校給食費決算報告について  

 ３．令和６年度事業総括について 

 ４．その他  

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準（１） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 B 

 

 運営審議会では、「くにたち食育推進・給食ステーション」の現状と課題等を認識の下、

学校給食提供事業の報告や給食費収支状況等の確認をはじめ、学校給食に関する管理運営

事項等について審議いただきました。 

また、他市等視察研修においては、令和３年度に新しく学校給食共同調理場を開設した

武蔵野市を視察しました。理由として、学校給食や食育について国立と似たような考え方を

持っている点や地場野菜の使用率についても、都市部に位置しているにも関わらず２０％を超

えていることなどから選定しました。 

令和５年８月より稼働した「くにたち食育推進・給食ステーション」の安定的な運営に

ついて、見識を広げました。 

  

運営審議会は、年６回開催され、給食費の収支状況等の確認や「くにたち食育推進・給

食ステーション」の課題の抽出やその対処方法の協議・検討、管理運営事項等に関する審

議など、一定の成果をあげたことから、評価指標をＢとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

 運営審議会では学校給食に関する管理運営事項や、食材等に関する多様な問題について

審議いただくことから、より専門的な質問にも対応できるよう、また、より活発な審議が

行われるよう、事務局職員の対応体制の確立や、的確な情報提供・資料提供に努めます。 

 

 

Ⅱ 安全な学校給食の提供への取り組み  評価指標（２）-A 

【目的】 

 「安全でバランスの取れたおいしい給食を楽しく」＝安全・無事故・信頼・連携＝をキ

ーワードに児童・生徒へ安全で安心な学校給食を提供する。 

（国立市教育委員会基本方針２－(5)に向けての取り組み） 
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【目標】 

・衛生管理、食材管理に努め、安全でおいしい給食を提供する。 

・地場農産物の利用割合を２０％以上とする。（第２次基本計画の目標値と同一） 

・米飯給食の実施回数を週３回以上とする。（国の目標値と同一） 

 

【現状・実施状況】 

１ 安全でおいしい給食の提供 

①給食の充実 

   「美味しく安心安全な給食を提供する」、「アレルギー対応食をインシデントなく実

施する」、「子どもたちに楽しい給食時間を過ごしてもらう」ことを第一に考え、以下

の企画を実施し、適切な栄養摂取が図れるように献立内容を工夫するとともに、旬の

食材の使用、児童生徒が喜ぶ献立や苦手な食材の克服などの献立作成にも努めました。 

・行事食や郷土料理、世界の料理などの献立のほかにもオリパラ応援献立や給食ステ

ーション開所１年お祝い献立なども提供しました。 

 ・(一社)日本海老協会より無償提供のホタテを使用した、市内イタリアンシェフとの

コラボ給食を実施しました。 

  ・図書館とのコラボ給食を企画・実施いたしました。 

・「都立瑞穂農芸高等学校」生徒と市内イタリアンシェフとの三者コラボ給食実施し、

生徒が飼育した豚を食材として、２日間にわたり全１１校に給食提供しました。 

・市内フレンチシェフと地元農家と三者コラボ給食を企画・実施いたしました。 

・卒業する児童生徒に行ったアンケートによるリクエスト献立を実施いたしました。 

・新１年生の学校給食開始にあたり栄養士が各小中学校訪問し支援しました 

・未就学児向け小学校就学時健診日試食会を各校健診日の全８回開催しました。 

・地場農産物の更なる活用促進のため、様々な農家、農協、農業振興担当と協議を行

い、「国立地区学校給食部会」を立ち上げました。 

・学校給食献立作成委員会を開催し、学校長代表、給食主任、児童生徒の保護者から

前月実施分の献立についての意見や感想、翌月分の予定献立について意見をいただ

き、献立作成に役立てました。 学校給食献立作成委員会：８月を除き毎月開催 

   

②納入物資の選定と検査 

   食品衛生法等に適合し、基本的に国内産原料または国内生産のもので、食品添加物、 

遺伝子組換及び農薬の使用を極力抑えたものの調達に努めました。また、納入物資に

ついては、残留農薬や細菌検査等を実施しました。 

学校給食用物資納入登録業者選定委員会を開催し、学校長代表、給食主任、児童生

徒保護者の参画の下、学期や各月使用食材の見本による選定と見積合わせ（入札）を

実施しました。 

・学校給食用物資納入登録業者選定委員会：７月を除き毎月開催 

  ・細菌等検査：６３検体（農薬関係８検体、細菌関係４０検体、金属関係３検体、食
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器類１２検体） 

  ・O-157 検査：１１０検体 

③地場農産物の活用促進 

   地元生産農家やＮＰＯ法人「地域自給くにたち」と連携して、農薬などをできるだ

け使用しない、安心して食べられる新鮮な地場野菜の導入に努めました。地場野菜

は、気候や生産量の影響を受け、増減しますが、今後も導入を推進していきます。 

  ・小学校給食使用量： ６，２９９.０㎏（全使用野菜量の９．８％） 

  ・中学校給食使用量： ２，８２０.７㎏（全使用野菜量の９．５％） 

（上記は 野菜以外の米・もち米等７０５kg を含まない） 

④米飯給食の充実 

   日本の伝統的な食生活の根幹である米飯の望ましい食習慣の形成や、地域の食文化

を通じた郷土への関心を深めることなどの教育的意義を踏まえ、米飯給食を実施して

います。 

  ・小学校給食：週３．７５回実施 

  ・中学校給食：週３．７１回実施 

  ⑤食物アレルギーへの対応 

   保護者及び学校に対して献立内容におけるアレルギー物質の包含の有無を表示した

詳細資料の提供に努めました。また、アレルギー事故防止のために食物アレルギー対応マ

ニュアルに基づき、学校と協議し、学校及び保護者との情報共有を始めとした連携体制を

図りました。 

  ・対応者数：小学校９５名、中学校２８名 

・食物アレルギー等対応食を、小学校１７名・中学校２名に提供しました。 

 

２ 広報活動の充実 

  毎日の献立の情報と給食写真や各種イベントのお知らせ・食育に関することなどをホ

ームページや X・刊行誌「くにたちの教育」に掲載するなど広報活動の充実に努めまし

た。また、試食会や学校訪問等を通じ、給食ステーションの認知度の向上に努めました。 

 

３ 給食主任会の開催（年２回開催） 

  教育委員会（食育推進・給食ステーション）と学校との連絡協議等を目的に年２回(６

月・１月)実施いたしました。 

 

４ 食育の推進・学校や他部署等との連携 

・献立メモ等の情報提供に努めました。 

・「国立市農業まつり」に出店して、低温長時間殺菌牛乳を販売及び栄養相談を実 

施しました。 

・運営事業者と連携し「夏休み給食ステーション探検ツアー」を企画・実施いたし 

ました。(９１名参加、うち５４名が児童生徒) 

・第二小学校 夏季特別講座(二松クラブ)「カムカムキッチンカードあそび」～給食
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について知ろう～に７名の栄養士が講師として参加しました。 

・第一小学校２年生・第六・八小学校３年生・第二・三・四小学校４年生の児童がス

テーション訪問し、「施設見学」「給食時間を過ごす」「栄養士による食育授業」を行

いました。 

  ・第二中学校を訪問し、全校生徒を対象に食育講演を行いました。 

  ・中学生の職場体験の受け入れを行いました。 

・「国立あゆみ保育園」、「国立ふたば幼稚園」の園児がステーションを訪問し、小学 

校給食を体験しました。 

・庁内栄養連絡会主催による「フレイル予防講座」を２回実施しました。 

・市包括連携事業者(ヤクルト)との連携し、食育イベントを開催しました。 

・急遽の学級閉鎖に伴い、廃棄せざるを得ない食材をフードパントリーに提供いたし

ました。 

 

５ 円滑な運営管理の実施 

（１）給食費事務 

・未納入給食費は給食の提供に影響が生じるので、未納入給食費が発生しないよ

う給食費徴収の徹底を図りました。 

・令和６年度３学期分の給食費より児童生徒分については公費負担(無償化)と

しました。また、物価高騰の対応としまして、給食費の改定を実施しました。 

 （２）各種委員会の運営 

    各種委員会の円滑な運営に努め、食育推進・給食ステーションの適正かつ円滑な

運営に努めました。 

① 学校給食運営審議会：６回開催 

② 学校給食献立作成委員会：８月を除き毎月開催 

③ 学校給食用物資納入登録業者選定委員会：７月を除き毎月開催 

④ 給食主任会：２回開催 

（３）ＳＰＣとの維持管理・運営に関する定例会議を月１回開催し、現状報告や課題の

抽出とその対策方法の協議・懸案事項の確認などを行いました。 

 （４）安全でおいしい給食の提供のため学校給食施設の維持修繕に努めました。 

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達していないまたは成果が十分でない 

…取り組みの水準（２） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 Ａ 

 

年間を通じて食中毒等の事故もなく安全でおいしい給食の提供が実施できました。 

給食提供事業ですが、「軽微なインシデント」や「ヒヤリハット」はありましたが、栄

養士・調理員・配膳員などを始め、市と運営受託業者、双方の職員・社員が、苦労しなが
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らも、細心の注意を払い、総力を上げて目的の達成のために一致団結して尽力しました。 

地場野菜等の使用量は、９，１１９．７ｋｇで、全野菜類との使用割合は９．７％とな

り、前年度の１１．４％から１．７ポイントの減となりました。 

米飯給食については、小学校で週３.７５回、中学校で週３．７１回実施し、目標値を

達成できました。 

また、給食提供に重きを置きつつも、可能な限りで食育推進に関しても、学校や他部署

等と一層の連携を図り、「食育講演」や「中学校の職場体験」、「フレイル予防講座」、「国

立市農業まつり」など様々な事業を連携して実施し、大きな成果を出しました。 

地場野菜の活用に関しては、天候不順などの関係で使用量が下がりましたが、令和６年

度に「国立地区学校給食部会」を立ち上げました。徐々にではありますが地場野菜の使用

量の向上を連携し推進してまいります。その他においては、大きな成果があったことから、

評価指標をＡとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

１ 安全でバランスの取れたおいしい給食の提供 

  望ましい食習慣の形成のために献立を工夫し、安全でバランスの取れたおいしい給食

の提供を更に行う必要があります。 

「くにたち食育推進・給食ステーション」においても、食品衛生法、日本農林規格 

に関する法律等の諸規制に適合し、基本的に国内産原料または国内生産のもので、食 

品添加物、遺伝子組換及び農薬の使用を極力抑えたものの調達に努めます。 

また、残留農薬や細菌等の検査を実施し、良好で安全な食材の調達に努めるとともに

食中毒の発生などが起きない様に、引き続き食材の安全に配慮する必要があります。 

 

２ 地場農産物の活用促進 

 市長部局である「都市農業振興担当」及び「東京みどり農協国立経済センター」と連

携・協働して、農家の方々と協議を進め、「国立地区学校給食部会」を設立しました。

今後は更なる地場野菜の積極的な使用に関して連携を行いながら、将来的な計画を見据

えて、徐々にとはなりますが食材物資納品を進めてまいります。 

 

３ 食育推進について 

 令和６年度において「美味しく安心安全な給食を提供する・アレルギー対応食をインシ 

デントなく実施する・子どもたちに楽しい給食時間を過ごしてもらう」ことを第一に考え、 

栄養士総出で業務を行いました。 

今後は、下記の観点で食育を推進してまいります。 

①学校や他部署等との連携により食育授業などを行っていきます。 

②給食ステーションは「市の食育の拠点の一つ」であることが、これまでの事業等によ 

り、市民全体に徐々にではあるが周知されてきています。今後も情報発信等により認

知度の向上に注力するとともに、将来的には、世代を超越した市全体の食育の推進に
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寄与していきます。 

③様々な事業を実施したのでその振り返りを行い、よりよい事業にブラッシュアップし 

ていきます。 

     

 

Ⅲ 給食費収納率向上の取り組み  評価指標（１）-B 

 

【目的】 

給食費の未納があると食材の購入や献立の内容に影響が生じ、結果的に他の児童生徒に

影響が及ぶとともに、給食費を納めている他の保護者との間に不公平が生じることから、

適切で円滑な学校給食運営のため、給食費の収納や滞納整理に努めます。 

（国立市教育委員会基本方針２－(5)に向けての取り組み） 

 

【目標】 

・現年度給食費の徴収について、保護者の方々の負担感の公平性・中立性の観点から前

年度収納率と少なくとも同水準を保つことを目指します。 

 

【現状・実施状況】 

１ 学校給食費 

 （１）給食費月額（令和２年４月改定） 

   小学生 低学年（１・２年生）４，０００円、中学年（３・４年生）４，３５０円、 

       高学年（５・６年生）４，７００円 

   中学生 ４，９００円 

 ※令和６年度３学期より児童生徒分については公費負担(無償化) 

 

２ 滞納整理の取り組み 

（１） 工夫を凝らした文書催告の実施 

 校長・所長の連名で督促通知を行い、また、催告書・注意書の発出に加え、特に、現



- 49 - 

 

 

年度滞納者について、来所指示書・警告書を発出し、文書内容や紙色・封筒に工夫を

凝らして、より積極的に納付の慫慂
しょうよう

をしました。 

 

 【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準（１） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 Ｂ 

 

令和６年度学校給食費収納状況 

                                     （単位：円） 

区  分 調 定 額 収入済額 欠損処分額 未収入額  収納率 

６年度給食費 195,550,692 194,551,469 0 999,223 99.49％ 

過年度給食費 8,747,073 435,397 601,283 7,710,393 5.35％ 

 合   計 204,297,765 194,986,866 601,283 8,709,616 95.44％ 

 

現年度給食費の収納率は、令和５年度と比較して、０．１３ポイント増加し、過年度給

食費も２．４７ポイントの増加となりましたが、現年度、過年度を併せた収納率は、０．

７１ポイントの減少となりました。 

令和７年度以降は、児童生徒分の給食費が公費負担(無償化)となるため現年度分の収納

率は増加するとともに過年度分についてもその影響により調定額が少しずつ減少してい

くと考えられます。しかし、過年度分については、文書による納付の慫慂や電話などによ

る対応は一定の成果はあるものの収納率の大幅な増加には至っておりません。また、強制

徴収公債権のように、自力執行権(差押・取立・換価)のない給食費について、未納者に対

するアプローチ方法などを再考し、収納率の低下を防ぐ必要があります。よって、評価指

標をＢとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

令和６年度の３学期より給食費の公費負担(無償化)が実施され、そのことに伴う給食費

収納業務は事務量が減少しました。しかし、過年度分の給食費の未納があるため、その対

応が引き続き必要となります。 

給食費の未納についていくつかの要因があると考えますが、負担の公平性や中立性はも

とより、子どもの健やかな育ちを支援するためにも学校給食の意義や役割、重要性につい

て学校、ＰＴＡ等の協力も得る中で保護者の方々の理解を求め、給食費の滞納の解消に努

めてまいります。 

また、多摩 26 市のうち約半数の市において給食費の公会計化が実施されております。

会計の透明性や食材の安定供給などの観点からも国立市でも公会計化を検討し実施して

まいります。
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第四章 生涯学習活動の取り組み 

  

 

 

Ⅰ 社会教育推進の取り組み 評価指標（１）-B 

【目的】 

市民一人ひとりが主体的に学び、活動することによって、誰もが生きがいのある暮らし

を送ることができる環境を整える。 

（国立市教育委員会基本方針４－(2)、４－(5)に向けての取り組み） 

 

【目標】 

１ 国立市生涯学習振興・推進計画に基づき具体的事業を推進する。 

２ 国立市文化芸術推進基本計画に基づき具体的事業を推進する。 

３ くにたち市民ホール、くにたち郷土文化館について、適正な維持管理、施設整備を実

施する。 

 

【現状・実施状況】 

１ 社会教育委員の会の開催 

（１）第２５期社会教育委員の会では、令和７年４月の答申提出に向け、諮問事項「国

立市の生涯学習・社会教育分野におけるＩＣＴ活用による学習機会充実の可能性に

ついて」議論が進められました。 

（２）東京都市町村社会教育委員連絡協議会の定期総会、交流大会に参加しました。国

立市が幹事市として開催したブロック研修会では、テーマを「すべての市民が学び

続けられるまちを目指して」とし、事例報告やグループディスカッションを行いま

した。 

 

２ 出前講座「わくわく塾くにたち」の実施 

「わくわく塾くにたち」は、市民団体・グループが主催する学習会などに市職員が出

向いて、市政の現状や課題、政策内容等の説明、また職員が日頃の業務の中から培った

知識等を提供することにより、市民が積極的に施策に参画することを目的として実施し

ています。 

令和６年度は、市民生活の中で有効活用できるような７４の講座メニューを用意し、

１０件実施し、１６１名の参加がありました。 

 

３ マタギの地恵体験学習会(北秋田市交流事業) 

令和６年７月２６～２８日（２泊３日）に実施され、小学４～６年生の児童１３名が

北秋田市の児童１０名とともにマタギ文化などを体験学習しました。 
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４ 「文化芸術振興補助金」の対象事業募集 

市民が文化・芸術とつながる機会を充実させ、あわせてアーティストの活動を支援す

るため、「国立市文化芸術振興補助金」の対象事業を募集し、１０団体に対し、計７３

８，０００円を補助しました。 

 

５ 国立市文化芸術推進会議 

令和６年１０月９日及び令和７年２月２５日に会議を開催し、国立市文化芸術推進基

本計画の事業の進捗状況についての報告や、今後の会議における議題について議論が進

められました。 

 

６ くにたち市民芸術小ホールの管理運営について 

（１）くにたち市民芸術小ホールでは、市民の芸術・文化の振興・普及のため、「市民参

加ダンスプロジェクト『くにたち富士見台ものがたり』」や「ビートルズトリビュ

ートナイト」など自主事業１７、共催事業１２の合計２９事業を実施しました。 

（２）芸術小ホールの入館者数は、前年度比０．６％増の５３，０７７名でした。また、

利用件数は前年度比５．３％減の１，３６７件、利用料収入は１４．７％増の１９，

５６７，２８０円でした。利用件数の減少理由ですが、年度後半にアトリエの利用

団体の一つが利用しなくなったことなどが考えられます。 

 

７ くにたち郷土文化館、古民家の管理運営について 

（１）くにたち郷土文化館では、郷土に関する文化の伝承と振興を図るため、自主事業

３７、共催事業３の合計４０事業を実施しました。新規事業として、「秋季企画展

『石を彫る くにたちの彫刻家 關敏の仕事』」などを実施しました。 
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（２）くにたち郷土文化館の入館者数は、前年度比５．２％減の１９，１２５名でした。

また、古民家の見学者数は、前年度比１９．２％増の９，５３４名でした。くにた

ち郷土文化館の入館者数の減少理由は、マンホールカードの配布が落ち着いたこと、

古民家の増加理由は、くにたちウオーキングのような集客力のあるイベントのルー

トに入ったことの影響を受けたことなどが考えられます。 

（３）施設・設備等の利用料収入は、前年度比１．１％増の１，１２５，０００円でし

た。また、事業収入は、前年度比１６．１％減の６１４，６７０円でした。 

  

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準（１） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 B 

 

引き続き、生涯学習振興・推進計画及び文化芸術推進基本計画に基づき事業展開しまし

た。 

「マタギの地恵体験学習会」では、児童１３名がマタギ文化を体験し、また、北秋田市

の児童１０名と交流を図ってきました。 

また、「文化芸術振興補助金」の対象事業を募集し、１０団体が実施した文化・芸術事

業を補助しました。 

以上のことから評価指標をＢとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

１ 生涯学習振興・推進計画に基づく取り組み 

国立市生涯学習振興・推進計画に基づき、引き続き具体的な施策について取り組んで

いきます。 

 

２ 国立市文化芸術推進基本計画に基づくり取り組み 

国立市文化芸術推進基本計画に具体的な施策について取り組んでいきます。そして、

文化芸術推進会議において、文化芸術情報の一元的な情報発信方法について検討してい

きます。 

また、昨年度に続き、市民が文化・芸術とつながる機会を充実させ、あわせてアーテ

ィストの活動を支援するため、「国立市文化芸術振興補助金」の対象事業を募集してい

きます。 

 

３ くにたち市民芸術小ホール、くにたち郷土文化館、古民家の管理運営 

くにたち市民芸術小ホールは築３５年以上、くにたち郷土文化館は築３０年以上が経

過し、施設及び設備備品等の老朽化が進んできています。 
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引き続き、市民の文化・芸術に対する関心や要求に応えるべく管理運営をしていくた

め、必要な改修や設備備品の買い替えを適切に実施していく必要があります。 

 

 

Ⅱ 文化財保存の取り組み  評価指標（１）-B 

 

【目的】 

祭り、伝統行事、文化財などこれまで培われてきた文化は、大切に守り、後世に残して

いかなくてはならない。地域の歴史・文化遺産の保存と活用を通じて「くにたちの文化」

発信を進める。（国立市教育委員会基本方針４－(3)に向けての取り組み） 

 

【目標】 

１ 旧本田家住宅の解体復原事業を進める。 

２ 文化財保護に関する啓発活動を実施する。 

３ 文化財に関する調査・研究を実施する。 

 

【現状・実施状況】 

１ 旧本田家住宅解体復原事業 

令和２年３月に東京都指定有形文化財となった旧本田家住宅については、令和５年度

から引き続き、復原工事を行っています。また、令和７年３月に主屋北側の便益施設（ト

イレ等）に着手しました。 

 

２ 緑川東遺跡石棒附土器展示ケースの製作 

令和５年度に修復を行った緑川東遺跡石棒の附となっている土器３点の展示ケース

を製作しました。 

 

３ 文化財保護に関する啓発、教育活動 

東京文化財ウィークにおける文化財の公開等、多摩郷土誌フェアへの参加、文化財防

火デーによる演習訓練の実施（滝乃川学園にて）を行いました。東京文化財ウィークの

企画事業では、１０月２５日から２７日まで旧国立駅舎でパネル展示「旧本田家住宅復

原工事のいま」を行いました。 

 

４ 埋蔵文化財に関すること 

文化財保護法第９３条第１項及び第９４条１の規定（土木工事等に伴う埋蔵文化財発

掘の届出等）に基づく届出等が７４件あり、４件の試掘調査を含む埋蔵文化財有無の確

認を行いました。 
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 【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準（１） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 B 

 

文化財ウィーク企画事業では、旧国立駅舎でのパネル展示「旧本田家住宅復原工事のい

ま」を行い、多くの方に旧本田家の現状を知っていただくことができました。また、緑川

東遺跡石棒の附となっている土器３点の展示ケースを製作し、展示の準備が整いました。 

また、旧本田家住宅解体復原事業では、便益施設工事に着手できたことから、評価指標

をＢとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

１ 旧本田家住宅復原及び復原後の活用に向けた取り組み 

  旧本田家住宅について、引き続き、主屋及び便益施設の工事を進めていきます。また、

令和７年２月に利活用計画の素案を公表しましたが、市民意見を踏まえ、計画を確定さ

せます。 

  

２ 緑川東遺跡出土石棒等の文化財ＰＲに向けた取り組み 

  令和５年度は石棒の附となっている土器を修復し、令和６年度は展示ケースを制作しま

した。石棒と共に展示をし、さらなるＰＲに努めていきます。 

 

 

Ⅲ くにはたちの集いの取り組み 評価指標（１）-B 

 

【目的】 

くにはたちの集いの準備会による内容検討や準備を進め、くにはたちの集いを実施す

る。 

（国立市教育委員会基本方針４－(1)に向けての取り組み） 

 

【目標】 

くにはたちの集い準備会企画やプログラムなどの検討や準備を進め、参加した人が満

足するくにはたちの集いを開催する。 

 

【現状・実施状況】 

１ くにはたちの集いの実施について 

   令和７年１月１３日、くにたち市民総合体育館においてくにはたちの集いを実施し、

４３６名が参加しました（参加率５７．４％）。 

６名によるくにはたちの集い準備会を立ち上げ、企画の内容やプログラムのデザイ
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ン等について検討を重ね、企画は「正解率０．１％！？クイズ de ビンゴ」を実施しま

した。 

 

 

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準（１） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 Ｂ 

 

入場を促す声掛けを積極的に行ったことが功を奏し、昨年に比べ早めに入場する人が多

く、ほぼ時間通りに開始することができました。また、準備会企画も大変盛り上がるなど、

参加者の満足度も高かったと考えられるため、評価指標をＢとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

 令和５年度に続き令和６年度も、くにはたちの集い準備会メンバー集めに大変苦慮しま

した。その結果、例年より少ない６名で企画検討や準備を進めることとなり、各メンバー

の負担が大きいものとなりました。準備会メンバーが集められるよう、取り組む必要があ

ります。 

 

 

Ⅳ 社会体育推進の取り組み 評価指標（１）-B 

 

【目的】 

少子・高齢社会の中で、青少年、市民の健康づくりや地域の活性化のために各種スポ

ーツ・レクリエーションプログラムの実施を通じて、まちづくりに寄与する。 

（国立市教育委員会基本方針４－(1)に向けての取り組み） 
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【目標】 

 １ 各種スポーツ・レクリエーション事業の内容の充実を図る。 

 ２ 学校開放事業の効率的な運営を図る。 

 ３ 市民の各種競技大会への参加を促進する。 

 ４ 総合体育館の適正な維持管理、施設整備を実施する。 

５ 地域スポーツクラブの運営支援を行う。 

 

【現状・実施状況】 

１ 社会体育事業の開催について 

（１）スポーツ推進委員の定例会を１１回開催し、社会体育事業の実技指導・助言のほ 

か、事業実施に係る連絡調整を行いました。 

（２）「スポーツ子どもの日」や「ボッチャくにたちカップ」といった社会体育事業を

６種目（２０回）実施し、合計６２４名の参加がありました。 

 
 

２ 学校開放について 

小学校の体育館・校庭、中学校の体育館・校庭の開放を行いました。延べ利用者数は、

前年度と比べ２．０％増の８５，４８０名でした。これは、中学校体育館の開放を始め

たこと等によります。 

 

３ くにたち市民総合体育館の管理運営について 

（１）くにたち市民総合体育館では、市民のスポーツ・レクリエーションの振興のため、

自主事業１９、共催事業５の合計２４事業を実施しました。  
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「国立プロスポーツ観戦ＤＡＹ」や国立市スポーツ協会との共催事業「ファミリー

フェスティバル」などを開催しました。 

（２）くにたち市民総合体育館の利用人数は、前年度比７．２％増の１６５，９７９名

でした。また利用料収入は、前年度比７．８％増の３２，４９６，４２５円でした。

これは、コロナ禍で途絶えた運動習慣が年々戻ってきているのではないかと考えられ

ます。 

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準（１） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 B 

 

社会体育事業である「ファミリーソフトボール教室」「スポーツ子どもの日」「ボッチャ

くにたちカップ」を実施できたことに加え、「街を・山を歩く」もコロナ禍以前と同様、

年４回実施することができました。 

また、中学校体育館の開放を新たに行うこととしたことも踏まえ、評価指標をＢとしま

した。 

 

【今後の課題・取り組み】 

１ スポーツ活動場所確保に向けた取り組みついて 

市民のスポーツ活動場所確保に向け、令和６年度は市立中学校体育館（一中・三中）の

開放を始めました。令和７年度は二中の体育館開放も始めますが、引き続き、校庭や体育

館が工事により使えない際などに、活動場所が確保できるよう、努めていく必要がありま

す。 

 

２ くにたち市民総合体育館の管理運営 

総合体育館は築４０年以上が経過し、施設及び設備備品等の老朽化が進んできています。

施設及び設備備品等の老朽化が進み、施設、設備の改修が必要です。 

引き続き、市民のスポーツ・レクリエーション事業に対する関心や要求に応えるべく管

理運営をしていくため、必要な改修や設備備品の買い替えを適切に実施していく必要があ

ります。 

 

３ 地域スポーツクラブについて 

令和４・５年度と財政支援を行い、令和６年度から自主運営となっている地域スポー

ツクラブ「くにたちエール」ですが、引き続き、運営のあり方を確認していく必要があ

ります。 
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第五章 公民館活動の取り組み 

  

 

Ⅰ 公民館運営審議会の運営  評価指標（１）-B 

【目的】 

公民館長の諮問機関として、館長諮問に対して調査や審議を重ね、答申を行う。 

公民館における各種事業について、地域住民の学習要求が反映されるように調査、審

議を行う。 

(国立市教育委員会基本方針４－(4)に向けての取り組み) 

 

【目標】 

１ 館長諮問への答申作成のために調査、審議に努める。 

２ 公民館の各種事業が地域住民の意向を反映するように調査、審議に努める。 

３ 公民館事業及び各種研修会に委員が参加できる環境を整える。 

 

【現状・実施状況】 

１ 第３４期公民館運営審議会(任期：令和４年１１月から令和６年１０月)は、館長諮

問「公民館の運営や事業に「市民の声」を活かしていくための方法や工夫について」

に対する討議を重ね、令和６年１０月に答申を提出しました。 

 

２ 第３５期公民館運営審議会（任期：令和６年１１月から令和８年１０月）は、前期

の答申報告を兼ねて社会教育学習会「みんなでつくる、みんなのための公民館 ～

「市民の声」をもっと届ける、活かすには？～」を、担当の審議会委員と担当職員共

同で企画し、令和７年２月に実施、参加する市民と意見交換を行いました。 

 

３ 東京都公民館連絡協議会の研修会等に参加し、情報の共有や課題等への理解を深め

ました。 

(研修会等の参加状況) 

研修会等 回 数 参加者数 

東京都公民館連絡協議会 定期総会 年１回 ３人 

東京都公民館連絡協議会 委員部会運営委員会 年７回 ７人 

東京都公民館連絡協議会 委員部会研修会 年 1回 ３人 

東京都公民館連絡協議会 研究大会 年 1回 １０人 
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 【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準(１) 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 B 

 

公民館運営審議会では、公民館を取り巻く現状や課題等を把握しながら、各種事業が

地域住民の意向を捉えているか審議しています。 

第３４期の審議会は、１年半に亘る調査や討議を重ね、館長諮問への答申を提出しま

した。また、答申を提出して終わりとしないよう、第３５期の審議会が前期を引き継ぐ

形で、前期答申をテーマにした社会教育学習会を開催し、参加する市民との対話・交流

の機会を持ち、意見交換をしました。 

以上、一定の成果があったことから、評価指標をＢとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

公民館運営審議会は館長の諮問機関として、館長からの諮問に対して答申するだけに

とどまらず、公民館における各種事業や運営が、民主的に、より一層地域住民の意向を

反映したあり方となるよう、積極的な調査や審議が求められています。 

 

 

Ⅱ 主催学習事業・会場提供事業の取り組み 評価指標（１）-A 

【目的】 

 地域住民の生活や地域の課題、現代的な社会問題の解決に向けて、学習会や講座、講

演会などの各種事業を実施し、教養の向上や健康の増進、情操の純化、生活文化の振

興、社会福祉の増進を図る。また、社会教育機関として、市民の自主的な学習活動を支

援する。 

(国立市教育委員会基本方針４－(4)に向けた取り組み) 

 

【目標】 

１ だれでもいつでも気軽に公民館事業に参加できるように主催事業の企画や講座の充

実を図る。 

２ 市民の自主的な学習活動を支援する。 

 

【現状・実施状況】 

１ 主催事業において、人権、平和、近現代史、多文化共生、環境などの現代的な課題

や時事の問題を中心にさまざまな学習テーマを取り上げました。女性のライフデザイ

ンに関する連続講座や不登校に関する教育講座、ハンセン病患者・回復者による文芸

活動を学ぶ人権講座などは好評を博しました。 
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２ 多様な背景のある子ども・若者支援事業では、日常的な学習でつまずきがちな中高生

を対象とした学習支援事業「ＬＡＢＯ☆くにスタ」を月３回程度、全３６回（学習者７４

１名、支援学生６６１名)実施した他、公民館にアクセスしにくい南部地域の小中高生

を対象としたサテライト版を南市民プラザで８月中旬に２日間開催（学習者２３名）し

ました。 

  また、市内で学習支援を行う他のグループとの合同で、支援者の交流を兼ねた研修会

（学習会）を実施するなど、支援者育成にも力を注ぎました。 

 

３ 他機関との連携事業として、一橋大学との連携講座、市民ボランティア団体協力の日

本語学習支援事業、社会福祉関連ＮＰＯ団体連携のリカバリーの学校事業、関連部署や

消防団、町内会等と広く連携した地域防災講座の他、生涯学習課・公民館・図書館・郷

土文化館による一課三館連携事業として、「まちじゅう本棚」事業や、ドキュメンタリ

ー映画「ニューヨーク公共図書館エクスリブリス」の上映会などを実施しました。 

 

４ 主催学習事業の実施状況 

区分 講 座 名 実施月 回数 
延べ 

参加数 

人
権
課
題(

現
代
的
課
題)

 

人権講座 ハンセン病患者・回復者の多彩な文芸活動「ハン

セン病資料館見学会」 他 

6・７・

11 月 
3 46 

平和・近現代史講座 家族たちの戦争～沖縄戦司令官の孫に

生まれて～ 他 
8・11 月 2 93 

教育講座 子どもが「学校に行きたくない」と言ったとき、

大人ができること 他 
6・3月 2 65 

ジェンダー講座 ペイドワーク（有償労働）とアンペイドワ

ーク（無償労働）から考える経済学 
2 月 1 30 

性教育講座 性を学ぶことはよりよく生きること ～「包括

的性教育」のススメ～ 他 

9・10・

3 月 
4 87 

健康・スポーツ講座 いろんな人と共に楽しむダイバーシテ

ィサッカーをやってみよう！ 

11・

12・2 月 
3 66 

共生社会講座 ＜共生社会のマナビ＞私たちはなぜ「生きづ

らい」のか ～民俗学から考える～ 他 

6・1・ 

2 月 
3 53 

環境講座 レイチェル・カーソンから学ぶ環境へのまなざし 7 月 1 26 

福祉教育講座 「救援・災害ボランティア」の役割と経験 －

「ボランティア元年」となった大震災をふり返る－ 
12 月 1 12 

情報科学講座 ＡＩってそもそも何ですか －ゼロから学

ぶＡＩの基礎知識－ 
9 月 1 48 

 

 

（単位：回、人） 
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個
別
課
題
「
共
生
の
地
域
社
会
を
育
む
」 

世
代
別 

女性対象講座 女性の生きかたを考える講座 －女性のラ

イフデザイン－ 他 
5～9月 10 106 

男性対象講座 男性の料理入門 親子で昼食を作って食べ

よう！ ～サンドイッチ大行進～ 他 
7・3月 2 33 

親子で遊ぼう・考えよう 新聞紙ドーム＆1000 枚の新聞紙

で遊ぼう 他 
5～3月 6 432 

保育室活動 通年 89 310 

しょうがいしゃ青年教室 クラフト講座 他 通年 92 738 

青年室全体活動(コーヒーハウス) ＬＩＮＫくにたちリレ

ーマラソン 他 
5～3月 5 233 

青年室自主活動 ラーメン部 他 通年 12 75 

リカバリーの学校くにたち 7 月 1 33 

シルバー学習室 第 45 期 自然観察：初夏の自然に目をむ

ける 他 
5～2月 33 574 

外
国
籍 

生活のための日本語講座 各種コース 5～3月 233 1,724 

にほんごサロン 「谷保天満宮散策」他 4～3月 10 194 

日本語教育入門 地域の日本語ボランティアの役割とは 

他 
1～2月 8 174 

多文化共生講座 目の見えないスーダン人 アブディンさ

んのこれまでと今 他 
8・9月 3 92 

地
域
課
題 

公民館開館プレ 70 周年学習会 高度経済成長期のくにたち

1950～70 年代「くにたち公民館だより」から 他 
4～3月 7 24 

社会教育学習会 みんなでつくる みんなのための公民館 

～「市民の声」をもっと届ける、活かすには？～  
2 月 1 28 

一課三館連携事業 まちじゅう本棚（ブックシェアリング） 

他 

9・1・ 

2 月 
5 2,670 

地域防災講座 公民館 de 防災 ～日頃の「備え」を一緒に

確認しませんか～ 
12 月 1 192 

緑化活動 通年 7 32 

野鳥観察 くにたちバードウォッチング入門 12～2 月 3 41 

天体観測講座 国立天文台望遠鏡キットで冬の星空を観測

しよう！ 
1 月 1 62 

文学と地域 くにたち郷土文化館開館 30 周年、公民館開館

プレ 70周年企画 文学のなかの国立とあの頃 

10・ 

11 月 
2 47 

一橋大学連携講座 日本統治期台湾文化史に見る台湾人の

足跡 －1930 年代の映画・音楽・弁士を読み解く－ 
1～3月 5 141 
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社
会
・
人
文
学
習 

くにたちブッククラブ たしかにそこにいた「わたし」のこ

と  
5～3月 12 220 

作家と作品 作家から見つめる韓国現代文学 7～11 月 4 90 

古典講座 『万葉集』を読む 5～6月 5 112 

現代詩講座 いま、戦後詩をみつめる～「黒い詩歌」が映し

出すもの 
3 月 1 53 

哲学講座 長谷川宏さんと読む『日本精神史 近代篇 下』 9～10 月 5 121 

文化・芸術講座 怪談・妖怪話から探る人々の暮らし 他 
8・2・ 

3 月 
4 128 

図書室のつどい 日本の動物絵画史～「心」と「造形」から

みえてくるもの～ 他 
4～3月 12 618 

映画会シネボックス・シネマトーク 『カサブランカ』 他 5～3月 8 447 

表
現
学
習 

<身体表現ワークショップ> からだであそぼう －のびの

びとうごくワークショップ－ 
5～12 月 7 72 

銅版画講座 はじめての銅版画 他 7～9月 6 64 

子育て短歌入門講座 ～子育ての日々を三十一音で語り合

おう～ 
10～1 月 9 75 

文章表現講座 心のライティング 自分を知り、表現し、と

もに分かち合う文章創作ワークショップ 
9～12 月 7 61 

若
者
支
援 

中高生を対象とした学習支援事業 「ＬＡＢＯ☆くにスタ」 

他 
4～3月 39 1,448 

自習スペース「ＳＰＡＣＥ☆くにスタ」 4～3月 

「自立に課題を抱える若者」の支援者養成事業 子ども・若

者の「居場所」と「参画」をつくる・支える 100 の方法 
7 月 1 40 

 

第 69 回くにたち市民文化祭 10～11月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平和講座】の様子                                  【ユースワーク講座】の様子 
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５ 施設利用状況 

年間開館日数 307日 １日平均利用回数 16.6回 

 

利
用
者
別 

延べサーク

ル・団体 

4,382回 

年間延べ開室

回数 308日×8室

×(3回／1日) 

7,368回 

年間利用率 ※ 65.2％ 39,975人 

年間利用者数 52,841 人 
公民館 
・公用利用 

721回 

年間利用回数 5,103回 １日平均利用者数 172.1 人 12,866人 

※ 公民館は他施設のように 1日を３区分(午前・午後・夜間)として貸出をせず、空いている時間帯がなる

べく出ないよう、実質時間での貸出としているため、利用率の換算ができない。ただし、他施設と比較

ができるように、便宜上の利用率算出処理をするため、１区分に複数回利用があっても 1回とみなし、

利用回数を再計算している（4,804回の利用となる）。この数を年間延べ開室回数で割り返して便宜上の

利用率を算出している。 

 

６ 集会室等施設利用状況 

施 設 

(定員) 

利用回数及び開館日数に対する利用率 

区分別(単位：延べ回数、％) 
年間利用回数 

午前 午後 夜間 

ホ ー ル(85人) 273 (85.7％) 323 (88.6％) 343 (88.0％) 939 (87.4％) 

音 楽 室(20人) 276 (86.6％) 306 (82.9％) 212 (63.6％) 794 (77.7％) 

集 会 室(30人) 217 (69.5％) 247 (73.8％) 165 (51.3％) 629 (64.9％) 

講 座 室(35人) 236 (75.2％) 260 (72.6％) 121 (38.4％) 617 (62.1％) 

中集会室(20 人) 252 (80.3％) 220 (69.1％) 140 (43.5％) 612 (64.3％) 

小集会室(10 人) 210 (66.8％) 195 (58.6％) 81 (25.8％) 486 (50.4％) 

和  室(20 人) 234 (74.8％) 237 (70.3％) 173 (52.9％) 644 (66.0％) 

実 習 室(10人) 157 (49.9％) 176 (53.8％) 49 (14.4％) 382 (39.4％) 

合  計 1,855 1,964 1,284 5,103 

※ 市民交流ロビー展示等使用日数 73日、利用団体 13団体(527人)  

  

７  主な備品利用状況 

印刷機 417回 液晶モニター 91 回 ブルーレイ DVD プレーヤー 53 回 

スクリーン 52 回 パソコン 64 回 パネル 22 回 

プロジェクター 168回 アンプセット 212回 プレス機 37 回 
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【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準(１) 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 A 

 

公民館は社会教育施設であることから、市民の自主的な学習を促し、市民の利用を促

進するため、市民ニーズに応じたさまざまな主催事業や講座を実施する必要がありま

す。令和６年度については、ハンセン病患者・回復者の多彩な文芸活動を通じた人権講

座や平和・近現代史に係る連続講座、包括的性教育や不登校に関する教育講座、福祉関

連の NPO法人と連携した共生社会に係るリカバリーの学校事業、他部署や地域の自主防

災組織、町内会等と連携した地域防災講座、生涯学習課や図書館と連携した一課三館連

携事業など、意欲的かつ多面的に事業を展開しました。その結果、事業参加者数も増加

しました。 

以上、多様な新規講座に取り組めたことから、評価指標をＡとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

 複雑・多様化する現代社会においては、様々な地域課題・生活課題が溢れていること

から、公民館は社会教育施設として、多様なテーマを取り上げ、市民の要望に応える必

要があります。そのためには、職員の専門性を高め、力量を形成することが必要です。 

令和５年度に取りまとめた「職員の専門性」に基づき研修等を重ね、市民の生活課題

に即した新たな企画等を検討する必要があります。また、他部署や他機関など多様な地

域資源との積極的な連携を進めていけるよう、より一層の研鑽を図っていく必要があり

ます。 

 

 

Ⅲ 広報(公民館だより)発行事業の取り組み 評価指標（１）-A 

【目的】 

「くにたち公民館だより」は、公民館活動への“入り口”として、グループ活動・主

催事業への関心の喚起や、参加を通じて学びを深め、豊かな人間関係をはぐくむ援助と

なることを目的として、公民館事業の紹介を中心に講演要旨や参加者の感想などを掲載

し、学習メディアとして発行する。公民館だよりが学習の契機となって、事業参加や公

民館利用に結びつくように広報活動を行う。 

(国立市教育委員会基本方針４－(4)に向けての取り組み) 

 

【目標】 

親しみやすい紙面づくりで、公民館主催事業や自主的な学習活動に対する市民の関心

を高める。また、ホームページやＳＮＳ、ポスター掲示等、多様な広報手段を効果的に
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活用し、より多くの市民に訴求する。 

 

【現状・実施状況】 

「くにたち公民館だより」は毎月発行し、市内全戸配布の他、駅や公共施設等でも配

布しており、令和６年度末に７８１号が発行となりました。本誌は主催事業の募集だけ

でなく、講演要旨や参加者の感想を掲載し、公民館事業への参加の促しや、参加できな

かった方への学習教材の提供等の意図も持ち、さらなる利用者の裾野を広げる学習メデ

ィアとして位置づけています。 

他の広報誌がカラー化する中、公民館だよりは現在もモノクロ紙面となっており、「訴

求力が弱い」などと評されることも多いため、紙面調整を行い年間数回のカラー化を試

行しました。 

市民が参加し毎月開催の「公民館だより編集研究委員会」（公運審委員３名とその他市

民５名）を通じて、紙面への率直な意見をいただくと共に、巻末掲載の「サークル訪

問」について、取材から原稿作成までを委員に担当いただき、市民が紙面づくりに参画

する取り組みとしています。 

経年の課題であったホームページを刷新し、公民館だよりや市公式ＳＮＳと連動さ

せ、講座のＷＥＢ申し込み等を可能としました。 

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準(１) 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 A 

 

『くにたち公民館だより』については社会教育の視点から、職員だけで紙面作りをせ

ず、市民委員による「編集研究委員会」を毎月開催し、委員と職員が活発な議論を重

ね、市民にとって読みやすく、親しまれやすい構成となるよう努めています。 

試行したカラー紙面化はおおむね好評でしたが、予算の壁は大きく、引き続き調査・

研究を重ねていきます。なお、公民館だより紙面構成の工夫などが評価され、全国公民

館連合会主催の第 10 回全国公民館報コンクールで特別賞を受賞しました。 

公民館ホームページについては、「わかりにくい」との声も多かったことから、調査・

研究を重ね、予算をかけずに刷新を行った結果、「見やすくなった」等の一定の評価の声

をいただけるようになりました。 

以上、全国の広報誌との比較から評価を受けたことや、利用する市民からホームペー

ジについて評価を受けたことなどから、評価指標をＡとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

 社会教育施設である公民館の広報は、単なる講座案内に留まるものではなく、市民の

自主的な学びの促進に寄与する必要があることから、魅力ある記事、レイアウトとする
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ことが求められます。また、カラー化などについても予算との兼ね合いも含め、引き続

き調査・研究を重ねる必要があります。 

 

Ⅳ 図書室管理運営事業の取り組み 評価指標（１）-Ｂ 

【目的】 

 公民館図書室は、市民の“本棚”として、資料を通じて学びを深め、グループ活動・

主催事業への関心の喚起や、豊かな人間関係をはぐくむ援助となることを目的とする。

この目的に即し、公民館講座や市民の学習や地域活動に関連した書籍を蔵書し、公民館

資料室としての役割を担っている。また、市民活動の貴重な資料等を収集し保存する。

また、図書館等と連携し、市民の読書要求に応えることも目的とする。  

(国立市教育委員会基本方針４－(4)に向けた取り組み) 

 

【目標】 

市民の自由な学びを支援するために、「読書」につながる講座や読書会事業を企画し、

市民の読書活動を推進する。 

限られた開架スペースを有効に活用し、利用の増進を図る。 

 

【現状・実施状況】 

１ 図書室の蔵書及び利用状況 

年間開室日数：    ２９９日 

年間貸出冊数： ２２，７２９冊 

蔵 書 冊 数： ２４，４１９冊 

新着図書冊数：    ６５１冊 

除籍図書冊数：  ２，３１５冊 

 

２ 図書室関連の主催学習講座(再掲)              (単位：回、人) 

講 座 名 実施月 回数 延べ参加者数 

図書室のつどい 日本の動物絵画史～「心」と「造形」からみえてく

るもの～ 他 
4～3月 12 618 

くにたちブッククラブ たしかにそこにいた「わたし」のこと  5～3月 12 220 

作家と作品 作家から見つめる韓国現代文学 7～11 月 4 90 

 

３ 広報発行・資料収集 

図書室広報紙「図書室月報」を毎月発行し、公民館窓口の他、市内公共施設等でも配

布しており、３月で７４２号となりました。図書室関連講座への参加の声や、市民の書

評・感想を掲載し、本を通じた結びつきを醸成しました。 

また、市民活動から生まれた資料(チラシ、リーフレットなど)を保存し、地域活動を

記録・収集しています。 
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【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準(１) 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 B 

  

公民館図書室は、グループ活動や主催事業への関心の喚起、また、市民が図書を通じ

て学びを深め、豊かな人間関係を育む契機となることを目的として運営しています。こ

のことに基づき、公民館主催講座に関連する図書の購入、市の図書館システムと連携し

市民の図書貸出利用の向上に努めました。 

図書室関連の主催学習講座として、毎月実施の「図書室のつどい」や「くにたちブッ

ククラブ」の実施、また、「作家と作品」などの講座を精力的に実施すると共に、参加者

との意見交換会なども実施し充実を図りました。 

その他、市民活動資料の保存や毎月「図書室月報」を約 700 部発行し、市内公共施設

窓口を通じて市民へ配布しました。 

以上、一定の成果があったことから、評価指標をＢとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

引き続き、公民館講座に関連した書籍の選書やそれに基づいた配架や展示方法につい

て工夫を図り、より利用しやすい図書室づくりに努めていきます。 

図書室関連の主催講座である「図書室のつどい」「くにたちブッククラブ」「作家と作

品」などの講座は、いずれも、参加者自身が読書をさらに深めていくことを目的として

おり、今後も市民のニーズに応えられるよう、深い学習活動を進められる作品や著者、

講師の選定を参加する市民と共に努めていきます。 

また、市民活動の貴重な資料である地域資料についても、公共の地域資料室の使命と

して収集・保管を継続していきます。 

 

 

Ⅴ 施設維持管理運営事業の取り組み 評価指標（２）-A 

【目的】 

 市民の自主的な学習や団体・グループでの活動が損なわれないように施設や設備の安

全管理と維持管理を行う。 

(国立市教育委員会基本方針４－(4)に向けた取り組み) 

 

【目標】 

日常的な施設点検や計画的な補修等を行う。 
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【現状・実施状況】 

 公民館は開館から４５年以上が経過し、老朽化が進んでおり、計画的な修繕が課題と

なっていますが、全庁的な財政課題から優先順位をつけて対応しているところです。そ

うした中、令和６年度より、東京都の補助事業「子供・長寿・居場所区市町村包括補助

事業」に採択されました。本補助事業は、第二小学校の改築及び西福祉館との複合化に

公民館が連携し、中・西地域において「多世代に向けた「つながる居場所」地域交流拠

点整備事業」を実施することとして採択されたものです。 

この補助事業を通じて、公民館では、以下のような施設整備及び備品の更新を実施し

ました。 

 １．地下１階女性トイレ 1基の洋式化工事 

 ２．１階男女トイレの便座更新（温水洗浄便座） 

 ３．市民交流ロビーの展示パネルの購入 

 ４．講座室使用の学習椅子（肘掛け・キャスター附属）の購入 

 ５．液晶モニターの購入 

 その他、付帯設備等も含めた他の不具合に対して適切な修繕等を通じ、施設の維持管

理に努めました。また、利用者に提供する備品の更新や日常的な施設の維持管理を実施

しました。 

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達していないまたは成果が十分でない 

…取り組みの水準(２) 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 A 

 

市民が安全かつ快適に施設利用できるように備品を用意し、市民の利便性を向上させ

るために、施設の修繕や維持管理に努めました。特に、地下１階女性トイレの洋式化工

事や、市民交流ロビーの展示パネルの購入、講座室使用の学習椅子の購入など、懸案の

課題であった設備改修及び備品更新に取り組むことができました。 

以上、懸案の課題に取り組めたことから、評価指標をＡとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

 公民館施設は、昭和５４年の竣工より４５年以上が経過し、設備面での老朽化が進んで

います。また、付帯設備や各種備品等において経年劣化が生じており、公共施設等総合管

理計画に基づいた今後のあり方を検討すると共に、必要な修繕等を適宜行う必要がありま

す。 

 また、経年劣化が貸出備品等についても、更新の希望が多く寄せられていることか

ら、優先順位を付けて、継続的に交換等を行っていきます。 
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第六章 図書館活動の取り組み 
  

 

Ⅰ 図書館協議会の運営  評価指標（１）－Ｂ 

【目的】 

図書館の民主的な運営及び市民による図書館づくりを図るため、協議を行う。 

（国立市教育委員会基本方針４－（4）に向けた取り組み） 

 

【目標】 

図書館が抱える課題について様々な角度から検討、協議を行い、図書館の運営及び事業

の一層の向上を目指す。 

 

【現状・実施状況】 

図書館協議会は、原則として２か月に１回の定例会及び必要に応じて臨時会を開催し

ます。図書館協議会の委員は１０名で、令和６年度は８回開催しました。 

 

開 催 日 主   な   内   容 

令和 6年 5月 16日 第２４期図書館協議会報告と提言素案について 

・提言として挙げたい項目など 

7月 18日 第２４期図書館協議会報告と提言素案について 

・提言として挙げたい項目など 

 9月 19日 第２４期図書館協議会報告と提言案について 

10月 17日 第２４期図書館協議会報告と提言について 

11月 28日 第２５期図書館協議会委員の委嘱 

令和 7年 1月 16日 第２３期・２４期図書館協議会報告と提言について（前委員より説明） 

2月 20日 市内図書関連施設の見学 

3月 13日 一橋大学附属図書館及び国立駅前市民プラザ見学 

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準（１） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 B 

 

前年度に引き続き協議がなされ、令和６年１０月に「第２４期国立市図書館協議会報告と提言」

が提出されたこと、第２５期国立市図書館協議会が発足し、市内図書関連施設等を見学する等、

図書館に関する理解を深める取り組みを行ったことから、評価指標をＢとしました。 
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【今後の課題・取り組み】 

令和６年１１月より第２５期国立市図書館協議会が発足し、新たな委員を迎え協議を進

めるにあたり、図書館の業務内容や課題等を説明・報告し、図書館運営に関する情報提供

を進め、審議を支援します。 

 

 

Ⅱ 図書館運営の取り組み  評価指標（１）－A 

【目的】 

子どもから大人まで市民誰もが読書を通じて生涯学習を深められる場を目指し、図書資

料等の貸出及び各種事業を実施し、市民の自己教育と文化活動を支援する。 

（国立市教育委員会基本方針４－(4)に向けた取り組み） 

 

【目標】 

資料・情報の提供及び各種サービス事業を実施することにより、市民の読書要求を満た

すとともに、身に付けた知識等を地域や社会に活かせる場を提供する。 

 

【現状・実施状況】 

１ 資料貸出閲覧等事業 

利用者が資料を円滑に利用できるよう、貸出、返却、予約等の窓口業務や、図書の選定

及び購入、雑誌、新聞、地域資料、視聴覚資料等の資料整備に係る業務を行いました。 

図書館システムについてシステム更新を行い、利用カードのスマートフォン表示、仮登

録申請等の機能を追加しました。   

地域資料については、市に関連する資料や市民による著作物の収集・保存に努めるとと

もに、図書館の歴史を振り返るパネルや書籍の展示を行いました。 

隣接市である国分寺市、府中市、立川市、日

野市との図書館相互利用や、市内のＮＨＫ学園

図書室との連携により、ＮＨＫ学園図書室の市

民向け開放を実施しました。電子図書館システ

ムについては、５３８点の新規資料を新たに受

け入れました。月ごとに特集を組んでのコンテ

ンツ紹介や、定期的に新刊本の受け入れを行う

ことで利用者の電子書籍に対する関心を高め

るよう努めました。 

（１） 所蔵冊数等 

①所蔵冊数（令和７年３月３１日現在）：   

３５７，９１０冊 

②受入冊数 １０,７２０冊、 除籍冊数   

８，７０２冊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 階特集棚 「あの日あの頃くにたち図書館」 
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③ 図書資料等年間貸出冊数：４０２，５７６冊 

④ 利用登録者数（令和７年３月３１日現在：在勤・在学、相互利用協定登録者含む） 

：２３，０８１人  

（２） 利用状況等 

人口（令和７年４月１日現在、住民基本台帳人口）： ７６，１６３人 

図書資料等１冊当たりの貸出回数： １．１回 

利用登録者１人当たりの貸出冊数：１７．４冊 

市民１人当たりの図書資料等冊数： ４．７冊 

（３） 電子図書館システム貸出状況 

貸出冊数 ４，６３２冊 予約件数 １，４４６件 

（４） 相互利用協定による貸出状況 

国分寺市民：１７，０２５冊 府中市民：４，４１４冊 立川市民：６，１８８冊 

日野市民：１９０冊 合計２７，８１７冊 

 

２ 企画・広報事業 

図書館利用の促進や周知のため、本に関連する講座、講演会、行事等の企画･運営を行

いました。令和６年５月５日に中央図書館が開館５０周年を迎え、年間を通して様々な記

念イベントを行いました。定例的な事業としては、図書館業務に触れることで図書館を身

近に感じ、来館のきっかけとなるよう、市内小中学校等から図書館見学会や職場体験を受

け入れています。令和６年度も多くの申し込みがあり、実施しました。 

また、館報「いんふぉめーしょん」の発行や、市報、図書館ホームページ掲載により、

図書館事業について周知広報いたしました。 

（１）図書館見学の受け入れ 

小学校 ９校２２学級 その他 ２施設 ３学級 

（２）「語りの世界へようこそ～大人のためのお話会」 

10月 6日 中央図書館 25名 1月 27 日 北市民プラザ図書館 41名 

11月 11日 北市民プラザ図書館 44名 2月 17 日 下谷保分室 20名 

12月 13日 南市民プラザ分室 13名 3月 20 日 中央図書館 21名 

（３）図書リサイクル 

  除籍した図書の有効活用及び図書館事業のＰＲを目的として実施しました。 

・学校等施設対象：３月４日（火）１５施設 ６３４冊 

・市民対象：３月８日（土）２０９人 １，３７８冊 
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（４）催し物 

ア．５０周年記念事業 

絵本作家降矢なな氏のデザインによるオリ

ジナル木製しおりやオリジナル缶バッジを作

成し、来館者やイベント参加者に配布しまし

た。木製しおりは友好交流都市である北秋田市

の秋田杉を使用して作成されました。 

・メッセージツリー展示 

４月１日～５月３１日 参加者３５１名 

・オリジナル木製しおり配布 ５月５、６日（中央・北）１０月２８日、１１月１日

（下谷保）１０月３０日、１１月１日（青柳、谷保東） ２月２８日、３月１日（南・

東）その他イベント参加者に配布  合計４，０００枚 

・「えほん！おはなし！かみしばい！としょかんこどもの日スペシャル」５月５日 

 参加者５４名 

・中央図書館開館５０周年式典（図書館ボランティア感謝状贈呈式、降矢ななさん講

演会）７月２８日 講師 降矢なな氏 参加者２３７名 

・秋の夜の野外映画会１０月１１日 参加者２９８名 

・東川篤哉先生講演会１０月２７日 講師 東川篤哉氏 参加者 ４９名 

・あるいて健康！図書館スタンプラリー１１月８日～１２月２０日 

 参加者２，２７７名     

・読み聞かせとＢｏｏｋＭｅｎｕ給食の試食イベント３月１８日 参加者 ２３名 

・春のナイトライブラリー３月２９日 講師 小山伸二氏、清水美穂子氏 

 参加者１２名 

イ．講演会等 

・「ツノのある動物を描こう」講師 降矢洋子氏、アンヴィル奈宝子氏 ９月１５日 

  参加者 ５０名 

ウ．勉強会  

・絵本の読み聞かせボランティア勉強会（８回）  

 

 

 

 

 

降矢なな氏オリジナルデザイン 

木製しおりと缶バッジ 

 

「野外映画会」の様子 

 

中央図書館 50 周年記念式典の降矢氏講演の様子 
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（５）「いんふぉめーしょん」の発行 

   図書館事業や季節・時事の話題、テーマに沿った資料情報等をお知らせする館報「い

んふぉめーしょん」（第２２０号～第２３１号）を毎月発行しました。 

 

３ 児童サービス事業 

第四次国立市子ども読書活動推進計画に基づき、成長に応じた読書習慣の形成や、子ど

もたちの読書活動を推進する環境の整備等に関する取り組みを行っています。学校おはな

し会、ブックマラソンといった日常的な活動と合わせて、団体貸出等により市内小中学校

との連携を進めました。 

（１）おはなしの時間・絵本の時間等 

中央図書館（２２４回）、北市民プラザ図書館（１０６回）、分室（１０６回） 

（２）ブックスタート事業   

内容：3～4か月児健診の対象児に、ブックスタートパックの贈呈 

保健センターにて実施  配布数：３８８冊  

 

４ ＹＡサービス事業 

ＹＡすたっふは、市内在住や在学等の中学生以

上がボランティアとして活動しており、１０代向

け図書館情報紙の発行や、講座の企画、中央図書

館ＹＡコーナーの特集に携わっています。５０周

年記念事業として行った東川篤哉氏講演会は、展

示物の作成や司会進行等をすたっふを中心に企

画を進め、実施しました。一橋大学古書サークル

「えんのした」によるおすすめ本の特集展示等の

実施、中高生世代の読書のきっかけづくりを目的

とした１０代のためのブックリスト「ＬＯＯＫ 

ＢＯＯＫ２０２５」の作成・配布を行いました。 

 

５ ハンディキャップサービス事業 

来館による図書館利用が困難な方、文字のみの資料以外の資料のほうが読みやすい方に

対し、ＤＡＩＳＹ図書（音声資料）の提供や、対面朗読、ボランティアによる資料の宅配

サービス等を行っています。大活字本の購入や音声読み上げ機能付きの電子資料も閲覧に

供し、多様な読書要求に対応するよう努めています。 

・音訳資料の貸出件数： １，９５４巻  

・点字資料の貸出件数： １５４冊 

・図書宅配サービスの利用者数：１２名  宅配回数：１６２回 

 

 

 

50 周年記念事業「YA すたっふ企画☆10 代向

けイベント東川篤哉先生講演会」の様子 
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６ 図書館協力ボランティア事業 

令和６年度はボランティア向け講習会として、中級音訳者講習会、おはなしの語り手養

成講座を実施しました。各種活動については以下のとおり行われました。 

（１）くにたちお話の会による小学校などでのお話会 

小学校  ９校 １８９クラス（延べ４，８６２名） 派遣延べ人数 ３８０名 

保育園等 ７園 ６１クラス （延べ１，３３５名） 派遣延べ人数 １３９名 

（２）絵本読み聞かせボランティアによる絵本の読み聞かせ活動 

派遣回数    １６５回      派遣延べ人数 ２７５名 

   参加人数   １，５７３名（大人６７４名 子ども８９９名） 

（３）書架整理ボランティア 

人数：中央 １０名  北市民プラザ図書館 ３名   合計１３名 

内容：中央館 月・水・木･金曜日、北分館 月・木・金曜日に活動（祝日を除く） 

（４）緑化ボランティア 

  人数：９名 

  内容：中央図書館前花壇４か所の植栽、手入れ 

（５）図書宅配協力員 

人数： ４名  宅配回数：１６２回 

（６）音訳・点訳ボランティア 

  音訳人数：２８名  点訳人数：１１名 

（７）ＹＡすたっふボランティア 

人数：１６名 

内容：ＹＡコーナーの展示、ＹＡペーパーの発行、ＹＡ講演会の企画    

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達しているまたは一定の成果が上がっている 

…取り組みの水準（１） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 A 

 

企画広報事業では、５０周年記念事業として公民館や給食ステーション、健康まちづく

り戦略室等の協力を得て、様々なイベントを実施し、多くの市民の参加がありました。実

施時のアンケートにおいても好意的な意見が多数寄せられ、図書館活動の周知広報や分室

利用のきっかけづくりに大きく寄与したことから、評価指標をＡとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

１ 児童サービス事業については第四次国立市子ども読書活動推進計画（２０２４年度～

２０２８年度）」に基づき、乳幼児期からの読書習慣の形成に向けた取り組みを推進し

ます。 
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２ 電子図書館システムについて、閲覧資料の充実と利用促進を図ります。 

３ 令和７年度も引き続き、公民館や給食ステーション等様々な関係機関と連携し、イベ

ント等を通じて本に対する関心が高まる事業を行います。 

 

 

Ⅲ 図書館施設管理の取り組み  評価指標（２）－Ｂ 

【目的】 

子どもから大人まで市民誰もが読書を通じて生涯学習を深められる場を目指し、施設の

安全管理、維持補修等の事業を行う。 

（国立市教育委員会基本方針４－(4)に向けた取り組み） 

 

【目標】 

施設、設備をきめ細かく点検し、必要に応じた修繕等を迅速に行い、利用者にとって安

全で快適な読書空間の維持を目指す。 

 

【現状・実施状況】 

市民が安全・快適に図書館を利用できるよう、館内清掃、エレベーター・自動ドア保守

点検・電気設備点検等、図書館施設の維持及び管理を計画的に行いました。 

主な取り組みとして、中央図書館空調機チルドビームフレキ交換修繕、非常灯照明修繕、

エントランス床修繕等を実施しました。 

 

【年度開始時点においての取り組みの水準】 

水準に達していないまたは成果が十分でない 

…取り組みの水準（２） 

【令和６年度 達成度・評価】 評価指標 B 

 

定期点検で指摘のあった非常灯照明の照度不足や、タイル破損により段差が生じていた

エントランス床の修繕を行い、不具合を改善したことから、評価指標をＢとしました。 

 

【今後の課題・取り組み】 

中央図書館は建築後５０年が経過し、経年劣化による故障、欠陥等が生じてきています。

今後も定期的な点検により、施設設備における課題や不具合箇所の早期発見、迅速な対応

を行い、施設の安全を維持します。令和８年度に予定されている中央図書館外壁工事と照

明のＬＥＤ化に向けて、令和７年度に実施設計を行います。  
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第七章 点検・評価に関する意見について 

  

早瀬 健介（東京女子体育大学教授） 

 

 幼い子どもから高齢者に至るまで、人々は日々様々な学び・教育の中に身を置いてい

ます。そして、心身ともに健康で、国民一人一人がより良く生きる｢ウェルビーイング｣

という言葉が社会において認知され、個々人がもつ多様性も認めつつ、より良い社会の

構築が求められてきています。 

しかしながら、実際の教育現場では不登校やいじめを始め、子どもから社会人･高齢者

にいたるまで様々な課題が山積、それら課題解決に向け対応が成されているところで

す。 

「国立市教育大綱（令和４年６月１日）」にもあるように、多様性を認め合う平和なま

ちづくりを目指す国立市はそれら諸課題に対応し施策を展開、とりわけインクルーシブ

教育については様々な取組を行ってきています。全ての世代を対象に、なお且つ広範囲

にわたる教育委員会活動に関する点検･評価を行い、市民に公開し知っていただくことは

組織ガバナンスの点からも大切なことです。 

 

以下は、各項目に関する主な意見です。 

 

[学校教育活動の取り組み] 

一人一人がその子らしくいられる教育を目指し、その環境と教育内容の充実に向け

様々な取組を推進していることは評価します。昨年度取り纏める予定であった『国立市

のフルインクルーシブ教育の方向性～一人一人がその子らしくいられる教育～の方向

性』について、令和６年度も継続して検討委員会を開催、説明会や教育フォーラム等を

開催しその必要性について議論を重ねていますが、長年にわたり行われてきた教育のシ

ステムを変更していこうとする努力・労力は一方ならぬものがあります。今後も熟議を

重ね、より良いインクルーシブ教育のあり方を構築して欲しいと思います。 

それら内容に関連すると思いますが、特別支援教育等についても例年様々な取組を行

っています。報告書には、その数値実績が示されていますが、特別教育指導員研修会の

内容やしょうがい種別・校種別の隔年交代で行われている授業改善に向けた研修会内容

等、もう少し具体的に記されていれば、より多くの方にこれら取組内容が理解されるか

とも考えます。 

今や１人１台の端末が当たり前となり、ＩＣＴ（情報通信技術）を有効活用し、個々

人の学びはもとより協働での学びをより充実させて欲しいと考えます。そのためにも、

情報教育の推進が求められるところであり、それら取組についてもう少し具体的記述が

あればと思いました。 

感受性が豊かな子ども世代は、とりわけいじめがその後の成長に大きな影響を及ぼす
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といえます。近年はそれらに対する調査・対応も以前と比べ手厚く・丁寧になってきて

いるとは思います。しかしそれ故なのか増加傾向にあるようです。いじめについては絶

対に許されない行為であることより、教育委員会としても毅然とした態度で対応してい

ただきたいと思います。 

また、近年よく言われる地域に開かれた学校から、一歩踏み出し子どもたちを地域で

育てる意識を高めた、コミュニティ・スクールの全市展開に向け努力されていることは

良いことと考えます。どのような「くにたちの子ども」に育てたいのか学校･地域住民・

保護者の間で十分な話合いをして欲しいと思います。 

 昨年度も申し上げましたが、学校施設環境については、その老朽化はもとより耐震化

も含め対応すべき内容は多岐にわたります。計画的整備を行い令和６年度も新たな校舎

が竣工、新しい環境で学びを継続している子どもたちがいます。今後も計画的な整備に

向け引き続き取組をお願いしたいと思います。 

 

[学校給食の取り組み] 

安心・安全にバランスのとれた給食をおいしく・楽しく食することは児童･生徒におい

ても大切なことであり、令和５年８月に開設し令和６年度は当初より本格的に稼働、今

後も｢くにたち食育推進･給食ステーション｣がその役割の中心となることを期待します。

そして、地場農産物のより一層の活用促進に向け、地域関係団体等と協議のうえ立ち上

げた｢国立地区学校給食部会｣と連携・協力し、更なる食育の推進をお願いします。 

令和６年３学期より児童生徒分の給食費の無償化が始まり、これは時代の流れでもあ

り良いことと考えます。上述機関との連携のもと給食内容の充実に努めていただきたい

と思います。 

かねてよりの懸案であった給食費の収納については、児童生徒分無償化により今後は

その苦労が少なくなるかと思います。しかし、それ以前の未納者からの収納については

今まで以上に丁寧な対応も必要になるかと考えます。よろしくお願い致します。 

 

[生涯学習活動の取り組み] 

 生涯にわたり主体的に学び豊かな生活を送る生涯学習社会に向け、生涯学習・社会教

育分野におけるＩＣＴ活用による学習機会の充実について、社会教育委員の会で答申が

策定された頃かと思います。実現性の高い内容であることを期待したいと思います。 

 文教都市国立市であることより、文化・芸術等に関し市民にとって判りやすい情報発

信のあり方については、是非検討して欲しいところです。 

 社会体育推進における活動の場の一つである学校開放に関し、国立市は中学校体育館

の開放にも前向きのようです。近年課題となっている中学校部活動の地域展開も視野に

入れた取組であることを期待します。  

 行政等からの財政支援がなくなってからが、自立した意味での地域スポーツクラブで

あるといえます。多くの方の苦労・努力・協力により設立された｢くにたちエール｣であ

り、国立市としても財源はともかく、できる後方支援をお願いしたいところです。 
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[公民館活動の取り組み] 

社会教育施設であり生涯学習の拠点でもある公民館での活動は、地域住民が主体的に

学びを深め、より豊かな生涯を送るためにも大切です。しかしそこでの活動内容は多岐

にわたることより、市民にとってわかりやすい情報発信のあり方が求められます。その

ためにもホームページの充実は必要であり、情報発信のあり方もネット上にシフトして

いくことを視野に入れる必要もあるかと考えます。 

 

 [図書館活動の取り組み] 

 新聞の発行部数の減少や雑誌の休刊を耳にするようになり、若者を中心に活字離れの

傾向も進んでいます。しかしながら、静閑な環境で書籍等を手に取り活字を追うことの

できる図書館は学びの空間として大切です。利用者数については伸び悩んでいるところ

ではありますが、今後とも本の魅力を、小さな子どもはもとよりより多くの人に伝えて

欲しいと思います。そのような中、令和６年５月に中央図書館開館５０周年を迎えたこ

とにともなう様々なイベントを開催、図書館により興味関心を持っていただくための取

組は必要であったと考えます。 

 

 

教育委員会活動は、基本的に教育に関わる・携わる多くの人を対象としていることよ

り、常に新たな課題が表出します。そしてそれら課題について多様性や持続可能性を踏

まえ、それぞれ適切な対応が求められています。 

国立市が現在の課題に対しどのような対応をしているのか、この点検･評価報告書から

その一端だけでも読み取り、教育委員会活動への理解に繋がることを期待します。  
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松田 恵示（東京学芸大学理事・立教大学特任教授） 

 

令和６年度の教育委員会活動についてまず思うことは、指標を定めた種々の評価結果

からも、時代や現在の社会において、決して潤沢とは言い難い予算状況の中にあって、

関連する多くの方々のご努力によって、大きな成果を上げ続けていることに対する驚き

と畏敬の念である。とりわけ、昨年度までの水準を評価の指標項目において一つも下げ

ることなく、逆に向上する成果を挙げた内容が積み上がっていることは、素晴らしいこ

とだと感じる。国立市の伝統と革新のバランスの中で、市全体が持つ独特の力なのだと

思われる。今後ともに、きらりと光る国立市の教育行政を継続的に推進していただくこ

とに大きな期待を寄せるところである。 

令和６年度に、特に、ハード、ソフト両面での教育環境の整備が着実に進められたこ

とは、繰り返すが、財政面での社会状況の厳しい中で、市民と一体となったご努力が実

っての結果であると思う。日本全体で見ても、社会的インフラの再整備が課題として突

きつけられる中で、選択と集中により、このような環境改善が進められることは、とて

も大切なことだと思う。教育は、押し並べて環境との対話や、相互作用が大きな意味合

いを有している。変わらず特色のある社会教育での多様な取り組みや、不登校問題への

対応などにも焦点を当てた学校教育への改革も進んでいる様子が報告書からは伺われ

る。こうした取り組みが、環境の改善により、より大きな成果として子どもたちの成長

につながっていくことが予見される。 

他方で、今回の教育委員会活動の取り組みの中で、今後の課題として感じたこともあ

る。それは、本格的な AI(人工知能)の時代にすでに社会が動きつつある今、国立市の先

導性を考えた時に、こうした社会変化に積極的に応じる市独特の教育政策の立案やその

実現が望まれるのではないかという点である。 

VUCA の時代という言葉は、一つには高度な情報社会を迎える今、社会の基盤が根本

的に変化しており、それに応じた教育への変革の観点を促すための道具ではないかと思

われる。ICT の普及・促進という時代を超えて、「with AI」の時代を私たちは迎えてい

る。特に、現在の子どもたちは、Z 世代という言葉が広がるように、様々な意味でデジ

タルネイティブな子どもたちである。だとすればするほど、国や都の教育方針、施策と

歩調を合わせつつ、市独自の観点や取り組みを検討することは必要ではないかと思われ

る。このための土台作りや、前提となる議論などに取り組むことが必要ではないかと思

われる。 

もちろん、こうした観点は、子どもたちだけの問題ではなく、社会全般にわたる全世

代での課題ともなりうる。世界が今、急速に変化する中で、必要に応じて対応する「プ

ル型」のコンセンサス形成とそれに基づいた施策だけではなく、少し先を見て「創りた

い未来」を見通した課題に応じていく「プッシュ型」のコンセンサス形成とその実現の

ためのプロセスも併せ持たれると、国立市の教育は鬼に金棒になるのではないか。その

ような所感を持つところである。 
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渡辺 秀貴（創価大学教職大学院 教授） 

 

現代の地方自治体の教育委員会には、急速に変化する社会や多様化する教育ニーズに

対応した、柔軟かつ戦略的な教育政策の立案・実行が求められています。文部科学省が

掲げる「誰一人取り残さない持続可能な社会の担い手の育成」といった教育政策の方向

性に沿い、教育委員会は、学校教育にとどまらず、生涯にわたる学びや福祉・地域との

連携を含めた包括的な教育行政を担うことが必要となっています。 

学校教育においては、ＧＩＧＡスクール構想を基盤としたＩＣＴ活用の充実により、

子ども一人ひとりの特性や進度に応じた個別最適な学びを実現していくことが求められ

ています。また、不登校や発達の状態の異なり、外国にルーツをもつ子どもなど、多様

な背景を理解して支援体制を強化し、教室の中だけでなく、地域の支援機関や民間団体

とも連携した多様な学びの場の整備が重要です。その実現に向けては、教職員の働き方

改革や業務改善、支援スタッフの配置による教育現場の負担軽減も不可欠であり、教育

委員会が主導して人的・財政的支援を行う体制づくりが求められます。 

一方で、教育の機会は学校だけで完結するものではなく、人生１００年時代を見据

え、すべての市民が年齢や立場に関わらず学び続けることのできる生涯学習環境の整備

も、教育委員会の重要な役割です。公民館は地域住民が主体的に集い、学び、地域の課

題に取り組む拠点として、多文化共生、防災、ジェンダー平等など現代的な社会課題と

直結した学びの場としての活用が広がっています。図書館も、単なる「本を借りる場

所」から「地域の知的拠点」へと役割を進化させていく必要があります。電子図書館や

デジタルアーカイブの整備、多言語対応の推進、読書活動支援や地域資料の保存など、

幅広い機能を通じてすべての市民に等しく知のアクセスを保障する役割が期待されま

す。とりわけ子どもの読書活動の推進や学校との連携、地域ボランティアとの協働な

ど、教育との接続点も数多く存在しています。 

また、学校給食も「安全でバランスの取れたおいしい給食の提供」を役割の中核にお

きながら、「食を通じた教育」の場として再評価されています。地場産食材の活用や、ア

レルギー対応や衛生管理など、学校給食は教育と健康、地域連携を結ぶ公共拠点となっ

ています。食育は生涯にわたる健康づくりの基盤であり、その意義を保護者や地域に伝

えていく広報・啓発の役割も求められます。 

教育委員会はその「調整役」「推進役」としての機能を果たすことが重要です。学校・

家庭・地域が連携して子どもと市民を支える「地域共生型の教育行政」を実現するに

は、行政内部の部門横断的な連携、市民参画の促進、そして持続可能な財源確保といっ

た課題に戦略的に対応していく必要があります。教育を通じて地域の未来を創造すると

いう視点に立ち、子どもも大人も、誰もが自分らしく学び、成長し続けられる社会の実

現に向けた包括的で包摂的な政策運営が一層求められています。 

このような視点から、また、今回はいくつかの施設を事務局にご案内いただき、所管

者にお話をお聞きしたことに基づき、各取り組みについてコメントさせていただきま

す。 
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１ 教育委員会活動 

国立市教育委員会は、市民に開かれた教育行政の推進に向けて、計画的かつ透明性

の高い運営を行っている点が評価されています。定例会を軸に、教育長と委員が活発

に議論や協議を重ねており、市長との総合教育会議も年２回開催することで、連携を

強化しています。また、教育委員会として市内各学校を訪問し、教育課程や施設の状

況を視察するとともに、研修会や学校行事にも積極的に参加し、現場への理解を深め

ています。さらに、教育委員による勉強会や意見交換会も行われており、自己研鑽を

通じて教育課題への対応力を高めています。 

教育法務相談員による研修（「教育法務相談員が考える教育現場の課題と対策」）の

実施や、学校に行けなかった子どもの体験談を基にした講演会（棚園正一氏）など、

現場に根ざした内容の研修が実施されました。また、学校施設整備や教育目標の見直

しに向けた協議、教育大綱の改訂準備も進められており、戦略的な政策立案が進行中

だと読み取ることができます。 

一方で、教育行政の高度化・複雑化に伴い、教育委員会と事務局との連携強化や、

先進事例の研究、外部有識者との連携拡充などが今後の課題となっています。ＩＣＴ

の活用や不登校への対応、多文化共生など、新たな教育課題への対応力をさらに高め

ていくためには、委員構成の多様性の確保や、研修機会のさらなる充実が求められる

と考えます。 

 

２ 学校教育活動の取り組み 

国立市では「一人ひとりがその子らしくいられる教育」の実現を掲げ、質の高い教

育活動を推進しています。人権教育に関する体系的な指導計画の整備や、研修・研究

指定校での実践を通じて、子どもが自他を尊重し合う環境づくりが進められました。

また、ＩＣＴを活用した個別最適な学びと協働的な学びの一体的な推進も進展し、端

末整備や通信環境の改善が学習環境の充実に寄与しています。特に、「Ｑ－Ｕ」アンケ

ートによる個と集団の関係性の把握に基づく指導、不登校への対応としての教室外で

の学びの保障、総合教育センターによる支援体制の強化が注目されます。また、イン

クルーシブ教育の推進のための教員研修やスマイリースタッフを質量ともに拡充され

ていることも本市の特徴の一つです。さらに建て替えられた第二小学校の校舎には、

市としてのインクルーシブ教育の総意が実現しており、都内にとどまらず全国のモデ

ルとして寄与されることも期待されます。 

一方で、多様な学習ニーズに応じるための体制整備には、教職員の働き方改革や、

学校支援体制の更なる拡充、支援員の活用といった側面での人材確保・育成が今後の

鍵となります。また、インクルーシブ教育を中核とした多文化共生教育の展開につい

ても、継続的な取り組みが必要です。 
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３ 学校給食の取り組み 

「安全でバランスの取れたおいしい給食を楽しく」というスローガンのもと、学校

給食の安定的な提供と食育の推進に努めています。運営審議会を年６回開催し、「くに

たち食育推進・給食ステーション」の課題抽出や改善策の協議が行われています。衛

生管理やアレルギー対応など、食の安全と信頼の確保に重点を置きながら、地場野菜

の活用や献立の工夫など、地域性や文化性を取り入れた食育の推進が見られます。 

市内イタリアンシェフとのコラボ給食や、図書館との連携による「読書×給食」の

企画、さらには都立瑞穂農芸高校の生徒が育てた豚肉を使用した三者コラボ給食、入

学期の栄養士による学校訪問の実施といった画期的な取り組みも注目に値します。「安

全で安心な給食の提供」というセンターの本来の役割に加えて、子どもにとって学び

と楽しさのある給食活動の工夫という側面を強化する試みが多様に実施されていま

す。 

 「くにたち食育推進・給食ステーション」が整備されたことにより、「国立地区学校

給食部会」の設立や農協との連携強化が進められており、今後もその機能を十分に発

揮し、学校給食の総括的な取り組みの進展が期待されます。 

 

４ 生涯学習活動の取り組み 

市民が主体的に学び続けられる環境づくりを目的として、多様な世代やテーマを対

象とした生涯学習施策が展開されています。特に「わくわく塾くにたち」では、職員

が地域に出向き、市政や政策に関する学びを提供しています。令和６年度は７４の講

座メニューのうち１０件が実施され、１６１名が参加するなど、行政と市民の協働学

習の一例となりました。 

特徴的な取り組みとして、北秋田市との連携による「マタギの地恵体験学習会」

や、社会教育委員によるＩＣＴ活用に関する議論の深化、さらに東京都主催の研修会

に幹事市として参加し、学習機会の拡充に向けた地域間交流が実現した点が挙げられ

ます。 

また、各種社会体育事業への取り組みへの参加者が前年度比で増加していることも

評価できます。市民体育館の老朽化への計画的な対応と、学校体育館の市民活用の一

層の推進のためにも、市民の潜在的な運動や学習への欲求を掘り起こす仕組みととも

に、職員の企画力向上や部門横断的な学びの連携体制の構築が求められます。 

 

５ 公民館活動の取り組み 

国立市の公民館は、社会教育施設として、現代的な課題に即した市民の学びと交流

の場を提供してきました。運営審議会では「市民の声を活かす公民館」をテーマに、

答申だけでなく社会教育学習会を企画し、委員と職員が協働して実施するなど、市民

参画を積極的に推進しています。東京都の連絡協議会などにも参加し、広域的な情報

共有も行われました。 
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特徴的な取り組みとしては、ハンセン病患者・回復者による人権講座、包括的性教

育や不登校に関する講座、福祉ＮＰＯと連携した「リカバリーの学校」事業、図書館

や生涯学習課との「一課三館連携事業」など、多様で実践的な講座が展開されまし

た。また、ＳＮＳや広報紙を活用した周知にも工夫が見られます。 

課題としては、市民ニーズの把握と多様な生活課題への対応が挙げられます。職員

の専門性向上や研修機会の充実が求められており、若年層や外国人市民へのアプロー

チ、多様性を尊重した柔軟な事業設計が今後の方向性として重要です。 

 

６ 図書館活動の取り組み 

図書館は、「知の拠点」として市民に開かれた学びと情報の場としての役割を果たし

ています。図書館協議会の開催や利用者数の増加、読書活動支援などが順調に進めら

れています。利用カードのスマートフォン表示、仮登録申請等の機能を追加など、図

書館のシステム更新を行うなど社会のＤＸ化への対応を進められています。また、５

０周年記念事業としての多様なイベントが創意工夫され、その成果は参加者数にも表

れているのではないでしょうか。地域の図書館ボランティアや市民団体との協働も進

められており、地域ぐるみの図書館運営の方向性を模索していることも分かります。 

一方で、施設の老朽化や、しょうがいしゃ・外国人・高齢者など多様な利用者への

サービス提供体制には改善の余地があります。ＩＣＴ対応や電子書籍サービスの拡

充、また職員の専門性強化も喫緊の課題であり、図書館を市民の「学びの拠点」とし

て再設計するためのビジョンと戦略が求められているのかもしれません。 

 

 

結びに、昨年度も記しましたが、持続可能な行政システムの構築にはその前提となる

行政職員のウェルビーイングは欠かせません。学校の教職員、所管の施設の職員が仕事

へのやりがいを実感しながら、心身ともに健康で働く状態なくして、子どもや市民への

質の高い教育やサービスはあり得ません。職員一人一人が持つよさや可能性が発揮さ

れ、人も組織も成長し続ける国立市教育委員会であることに大きな期待を寄せていま

す。 
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【各取り組みの評価一覧】
※各評価については「(取り組みの水準)－評価指標」を記載しています。

　　　　　　　　　　　　年度別評価指標等
事業目的別取り組み

R6(2024)

評価指標
ページ

R5(2023)

評価指標

R4(2022)

評価指標

R3(2021)

評価指標

第一章　教育委員会活動

Ⅰ　教育委員会の活動状況 6

第二章　学校教育活動の取り組み

Ⅰ　学校教育内容の質的向上に向けた取り組み （1） -C 18 （1）-C （1）-B

Ⅲ　開かれた学校づくりの取り組み （1）-B 31 （1）-B （1）-B （1）-B

（1）-B

Ⅱ　学校教育環境の充実に向けた取り組み （1）-B 28 （1）-B （1）-B （1）-B

Ⅴ　学校施設環境整備の取り組み （2）-B 36 （2）-B （2）-B （2）-B

Ⅳ　教育課題への取り組み （1）-B 34 （1）-B （1）-C （1）-C

第三章　学校給食の取り組み

Ⅰ　国立市学校給食運営審議会の運営 （1）-B 42 （1）-B （1）-B （1）-B

Ⅵ　教育施設建替えなどの取り組み （2） -A 38 （2）-B （2）-B （2）-B

Ⅲ　給食費収納率向上の取り組み （1）-B 48 （1）-B （1）-B （1）-B

Ⅱ　安全な学校給食の提供への取り組み （2）-A 43 （2）-A （2）-B （2）-B

Ⅱ　文化財保存の取り組み （1）-B 53 （1）-B （1）-B （1）-B

第四章　生涯学習活動の取り組み

Ⅰ　社会教育推進の取り組み （1）-B 50 （1）-B （2）-B （1）-C

Ⅳ　社会体育推進の取り組み （1）-B 55 （1）-B （1）-B （2）-B

Ⅲ　くにはたちの集いの取り組み （1）-B 54 （1）-B （1）-B （1）-B

Ⅱ　主催学習事業・会場提供事業の取り組み （1）-A 59 （1）-A （1）-B （1）-B

第五章　公民館活動の取り組み

Ⅰ　公民館運営審議会の運営 （1）-B 58 （1）-B （1）-B （1）-B

Ⅳ　図書室管理運営事業の取り組み （1）-B 66 （1）-B （1）-B （1）-B

Ⅲ　広報（公民館だより）発行事業の取り組み （1）-A 64 （1）-B （1）-B （1）-B

Ⅴ　施設維持管理運営事業の取り組み （2） -A 67 （2）-A （2）-B （2）-B

Ⅲ　図書館施設管理の取り組み （2）-B 75 （2）-B （2）-B （2）-B

Ⅱ　図書館運営の取り組み （1）-A 70 （1）-B

第六章　図書館活動の取り組み

Ⅰ　図書館協議会の運営 （1）-B 69 （1）-B （1）-B （1）-B

Ｃ Ｄ 計

（1）-B （1）-B

（1） 3 12 1 0 16

R6評価一覧　

計 6 14 1 0 21

（2） 3 2 0 0 5

 　 　　　評価指標
取り組みの水準

Ａ Ｂ
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（参考）取り組みの水準、評価指標一覧 

 

 

 

 

  

  評価指標 

 
A B C D 

（1） 

・水準に達し

ているまたは

一定の成果が

上がっている

場合で 

・引き続き水準を大

きく上回る成果をあ

げた 

・更に成果の向上が

あった 

・引き続き水準を上

回り、一定の成果が

あった 

・水準は維持したも

のの成果が乏しい 

・一部新たな課題の

発生や取り組みが

若干後退した 

・水準を下回った 

・大きな課題の発

生、取り組みの後退

があった 

（2） 

・水準に達し

ていないまた

は成果が十分

でない場合で 

・取り組みが大きく

進展した 

・めざましい課題の

解決・現状の改善があ

った 

・成果が著しく向上

した 

・取り組みが進展し

た 

・課題の解決・現状

の改善があった 

・成果が向上した 

・進捗状況、課題解

決、成果が現状維持

にとどまった 

・取り組みが後退し

た 

・課題の困難性増

加、新たな課題が発

生した 

・成果が低下した 

年度開始 
時点の水準 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度国立市教育委員会活動の点検・評価報告書 

令和７年７月２９日発行 

 

編 集 発 行 国立市教育委員会 

〒186-8501 国立市富士見台二丁目４７番地の１ 

電話 ０４２－５７６－２１１１ 

 

 

 

 

 

 


